
☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】

（単位：千円）

予算額 担当課

（文教消防関係）

市立幼稚園預かり保育事業 16,834 保育・幼稚園課

（市民福祉関係）

豪雨災害被災者援護資金貸付金利子補給事業 66 市民生活課

（債務負担行為）

笑顔ｄｅ婚活　まつやま巡り愛プロジェクト事業（再掲） 8,945 保健福祉政策課

国保傷病手当金支給事業【国保】(再掲) 7,000 国保・年金課

医療費適正化事業【国保】 23,781 国保・年金課

特定健康診査事業 【国保】 352,946 国保・年金課

【拡充】 特定保健指導事業 【国保】(再掲） 30,661 国保・年金課

（債務負担行為）

国保がん検診無料化事業 【国保】 46,489 国保・年金課

保険料還付事業【国保】(再掲) 40,000 国保・年金課

介護保険特別会計低所得者保険料軽減繰出金 907,088 介護保険課

特定保健指導業務委託
（令和5年契約分）

R4～R6年度 21,900

令和５年度 主要事業

事　　業　　概　　要

国民健康保険制度の医療費の増加に対応するため、医療費分析や重複頻回受診者・重複多
剤服用者への指導、後発医薬品普及啓発のほか、糖尿病性腎症重症化予防事業などを行
う。

18,000

40歳から74歳までの被保険者を対象に、生活習慣病に関する健康診査を無料で行う。

平成30年7月豪雨の際、災害援護資金貸付制度を利用した方に、利子補給を行い支援する。

事項 期間 限度額

平成30年7月豪雨災害援護資金
貸付金利子補給金

平成30年7月豪雨により被害を受け、災害援護資金の貸
付けを受ける者に対し、その者が負担すべき利子の3％
を限度として利子補給する。

国保に加入し、会社などから給与の支払いを受けている方が、感染症に感染した場合等に、
傷病手当金を支給する。

R3～R5年度

保護者の急用や就労などによる長時間保育のニーズに対応し、子育て支援の環境を整備す
るため、教育時間開始前や終了後、長期休業中に預かり保育を行う。

未婚化・晩婚化に対応するため、結婚を希望しているが異性に出会う機会が少ない独身男女
に、パートナーと巡り合う機会を提供する。

特定保健指導業務委託
（令和4年契約分）

生活習慣病の予防を目的に、特定健康診査の結果に応じた保健指導を行う。
令和5年度は、特定保健指導の実施率などの成果に応じて委託料を支払う「成果連動型民間
委託契約方式（PFS：Pay For Success）」を試行的に導入し、実施率の向上を目指す。

事項 期間 限度額

国保加入者の健康増進のため、令和2年度から5年度までをがん検診受診促進期間とし、期間
中のがん検診の自己負担を無料にすることで、検診の習慣化を目指す。

低所得者の介護保険料を軽減するため、一般会計から繰出す。

保険料の減免等により発生する過誤納金（過年度分）の還付を行う。



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

介護事業所サービス提供体制確保事業 【介護】（再掲） 51,240 介護保険課

【拡充】 ふれあい・いきいきサロン事業【介護】（再掲） 69,817 介護保険課

介護予防・生活支援サービス事業 【介護】 2,119,700 介護保険課

地域包括支援センター運営事業 【介護】 756,017 介護保険課

（債務負担行為）

認知症高齢者支援事業 【介護】 2,495 介護保険課

高齢者住宅等安心確保事業 【介護】 6,924 介護保険課

権利擁護推進事業 【介護】 34,451 介護保険課

介護給付適正化事業 【介護】 6,227 介護保険課

在宅医療・介護連携推進事業 【介護】 4,134 介護保険課

生活支援体制整備事業 【介護】 28,816 介護保険課

認知症総合支援事業 【介護】 3,883 介護保険課

感染拡大を防ぐため、感染者や濃厚接触者が発生した介護事業所に、緊急時のサービス提
供に必要な経費を補助する。また、職員や新規入居者が検査を受けた際、費用の一部を補助
する。

介護予防を推進する活動に取り組む住民主体のグループを支援するほか、デジタルツールを
使った新しいコミュニティを作ることで介護予防活動を推進し、高齢者の心身機能の維持・向上
を目指す。
令和5年度は、現行制度から要件を緩和した「緩和型サロン」を対象に加え、継続したサロン活
動の実施を支援する。

地域に密着した地域包括支援センターの運営で、高齢者の総合相談や支援、地域のケアマネ
ジャーなどを支援する。

事項 期間 限度額

地域包括支援センター
運営業務委託

R3～R6年度 2,138,200

地域包括支援センターに「認知症初期集中支援チーム」や「認知症地域支援推進員」を配置す
るとともに、「チームオレンジ」を整備し、認知症の人やその家族を支援する体制をつくる。

親族の支援が期待できない認知症高齢者などの人権を擁護し、必要な介護サービスなどを提
供するため、市が家庭裁判所に成年後見制度の審判を申し立てる。また、認知症高齢者が地
域で安心して住み続けられるよう、「松山市権利擁護センター」で高齢者や家族へ権利擁護に
関する相談や支援を行う。

要支援認定者などに対して、要介護状態等の予防や軽減のほか、地域での自立した日常生
活を支援するため、訪問・通所サービスを行う。

高齢者優良賃貸住宅などに入居する人に生活援助員を派遣し、生活相談や緊急時の対応な
どの業務を行う。

利用者への適切なサービスの提供を目的として、ケアプランのチェックなどを実施し、介護の
給付に必要な費用の適正化を目指す。

医療と介護の両方を必要とする状態の在宅高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを
続けることができるよう、市が中心となり、医療・介護の関係団体等と、相談支援や情報共有な
どの連携体制をつくる。

単身や夫婦のみの高齢者世帯などが増加する中、地域で支え合う体制づくりを進めるため、
松山市社会福祉協議会に生活支援コーディネーターを配置するとともに、関係者が地域の課
題や取組を話し合う機会をつくることで、地域福祉活動の充実・強化に取り組む。

認知症サポーターの養成などで、認知症の予防や正しい知識の普及を目指す。また、徘徊す
るおそれのある認知症高齢者へ電波発信機を貸与し、早期発見や事故防止につなげる。



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

地域ケア会議推進事業【介護】 7,203 介護保険課

生きがいデイサービス事業 126,101 高齢福祉課

配食サービス事業 25,285 高齢福祉課

緊急通報体制整備事業 14,541 高齢福祉課

敬老マッサージ補助事業 15,589 高齢福祉課

高齢者優待割引入浴事業 35,404 高齢福祉課

地域福祉サービス事業 6,145 高齢福祉課

愛の一声訪問事業 11,245 高齢福祉課

長寿祝品支給事業 20,438 高齢福祉課

高齢クラブ運営助成事業 10,644 高齢福祉課

独居高齢者みまもり員設置事業 6,729 高齢福祉課

軽費老人ホーム事務費補助事業 151,721 高齢福祉課

松山市社会福祉協議会運営事業 226,548 高齢福祉課

高齢者の自立支援・介護予防の観点から、多職種の専門的な視点に基づいて助言するケア
会議を開催し、サービスの提供などの知識や技術をケアマネジャーなどが取得することで、高
齢者の生活の課題を解決し、生活の質の向上を目指す。

通所による方法で、入浴・食事・創作活動などのサービスを提供する。
令和5年度は、施設の老朽化対策として、デイサービスセンターごごしまの大規模改修工事を
行う。

65歳以上のひとり暮らしや高齢者のみの世帯などに通所介護施設などが配食サービスをす
る。

緊急通報装置を貸与し、緊急時に受信センターなどが迅速で適切に措置できる体制を整備す
る。

高齢者の健康と福祉の向上のため、70歳以上の高齢者に、あんま・マッサージに必要な施術
料の一部を補助する。

65歳以上の高齢者に、椿の湯を含む一般公衆浴場の入浴料を年度で50回まで助成すること
で、高齢者の健康保持と憩いの場を作り、高齢者福祉の増進を目指す。

地区社会福祉協議会を実施機関とし、助け合い、支え合いの心に基づく預託点数制での住民
参加型在宅福祉サービスの提供をはじめ、福祉教育などを行い、地域福祉の向上を目指す。

希望する77歳以上のひとり暮らしの高齢者に原則週2回、乳酸菌飲料を訪問配布して安否を
確認し、事故防止と社会的孤立感の解消を目指す。

長寿の節目（88歳・100歳）を迎えられた方に、長寿祝品を支給する。

各地域で社会奉仕活動などを行う高齢クラブに運営助成することにより、高齢クラブの健全な
育成を目指すとともに、高齢者の社会参加活動や健康増進活動などを推進する。

独居高齢者が安心して暮らすことができるよう独居高齢者みまもり員を配置し、訪問活動など
で独居高齢者の状況を把握し、安否を確認することで、不測の事故を防止するなど、高齢者の
福祉の増進を目指す。

社会福祉法人が設立するケアハウスの利用料のうち、事務費の一部を施設が減免した場合
に、その減免した額を補助する。

地域福祉活動を推進し、すべての人が安心して暮らせる豊かな福祉社会を実現するため、松
山市社会福祉協議会の運営を補助する。



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

松山市社会福祉事業団運営事業 94,115 高齢福祉課

いきがい交流センターしみず管理運営事業 12,114 高齢福祉課

高齢者離島生活基盤支援事業 5,250 高齢福祉課

【拡充】 高齢者いきいきチャレンジ事業（再掲） 4,000 高齢福祉課

施設措置入所事業 292,978 高齢福祉課

後期健康診査事業【後期】 192,883 高齢福祉課

【拡充】 高齢者の保健事業と介護予防の一体的推進事業【後期】（再掲） 18,811 高齢福祉課

【拡充】 ねんりんピック愛顔のえひめ２０２３開催事業（再掲） 362,497 ねんりんピック推進課

心身障がい者共同作業所運営補助事業 9,300 障がい福祉課

日中一時支援事業 22,805 障がい福祉課

巡回入浴サービス事業 15,840 障がい福祉課

【拡充】 日常生活用具給付貸与事業（再掲） 149,088 障がい福祉課

社会福祉施設の経営を効率化し、福祉の向上と増進に寄与する、松山市社会福祉事業団の
運営を補助する。

清水小学校の余裕教室を活用した複合施設を利用して、地域住民などとの交流事業や各種
講座などを実施する。

中島地区で食品等を調達する「買物支援」に安否確認などの「見守り」やミニデイサービスでの
「外出機会の創出」を組み合わせた高齢者の生活支援対策を行い、誰もが住み慣れた地域で
安心して元気に暮らせる環境を整備する。

65歳以上の高齢者を対象に、健康アプリを導入し、従来のイベント参加でのポイント付与に加
え、目標歩数の達成、脳トレゲーム、食事の記録、健診の受診等でもポイントを付与する。

心身や生活環境、経済上の理由で、居宅で養護を受けることが困難な高齢者を養護老人ホー
ムで養護する。

疾病の早期発見、健康意識の向上のため、健康診査を実施し、健康寿命の延伸を目指す。

国保データベースシステムなどを活用し、地域や個人の健康課題を把握し、糖尿病性腎症の
重症化の予防や低栄養の防止、その他生活習慣病の重症化予防に取り組む。また、通いの
場など、日常的な生活拠点での健康相談や保健指導により、フレイル（加齢等に伴う虚弱状
態）を予防するとともに、フレイル状態にある方を適切な医療や介護サービスにつなげて、疾病
や重症化を防ぐ。
令和5年度からは対象圏域を20から30に広げることで、事業の更なる充実に取り組む。

令和5年度に愛媛県で開催される第35回全国健康福祉祭で、本市ではスポーツ・文化の交流
大会10種目に加え、各競技会場で健康づくり教室、おもてなしイベントを開催する。

企業などでの就労が困難な障がい者に作業訓練を行う心身障がい者共同作業所に補助す
る。

在宅の障がい児（者）を介護している保護者や家族が、疾病などの理由で一時的に介護がで
きない場合に、障がい児（者）に活動の場を提供し、保護者などの負担を軽減する。

在宅の身体障がい者でサービス事業所への通所が困難な方に、巡回入浴車による入浴サー
ビスを提供する。

身体障がい者（児）が日常生活を円滑に行えるよう、障がいの種類・程度に応じた日常生活用
具を支給する。
令和5年度から、在宅で常時人工呼吸器を装着している身体障がい者（児）が必要とする非常
用電源を給付対象に追加する。



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

重度身体障がい者等緊急通報体制整備事業 530 障がい福祉課

スポーツ・レクリエーション教室開催等事業  （再掲） 1,532 障がい福祉課

重度障がい者タクシー利用料金助成事業 29,786 障がい福祉課

児童発達支援センターひまわり園運営事業 126,939 障がい福祉課

（継続費）

障害児等療育支援事業 9,616 障がい福祉課

身体障がい者等入浴料割引事業 900 障がい福祉課

移動支援等事業 68,018 障がい福祉課

身体障がい者航送料補助事業 824 障がい福祉課

障害者自立支援制度（福祉サービス）事務事業 71,205 障がい福祉課

【拡充】 障害福祉サービス事業（再掲） 14,240,642 障がい福祉課

重度障がい児訪問看護利用助成事業 332 障がい福祉課

障がい者総合相談窓口事業 28,679 障がい福祉課

重度の身体障がい者などに緊急通報装置を貸与し、緊急時に受信センターなどが迅速で適切
な措置がとれる体制を整備する。

障がい者スポーツをサポートする指導員の育成を支援する。また、障がい者が健康増進のた
め、地域で広くスポーツに親しむことができるよう、障がい者スポーツ大会を開催するなど、活
躍の場を提供することで、障がい者の社会参加の促進と障がい者スポーツの振興を目指す。

タクシー利用料金の一部を助成して、重度障がい者の移動交通手段を確保するとともに、付添
介護での負担を軽減し、社会参加を促し、在宅福祉を増進させる。

障がいのある未就学児に、日常生活の基本的な動作の指導や集団生活への適応訓練などを
行う松山市児童発達支援センターひまわり園を運営する。
令和5年度は、令和4年度から引き続き施設の老朽化対策として、大規模改修工事を行う。

事項 期間 年度 年割額

ひまわり園大規模改修事業 R4～R5年度
R4年度 229,600

R5年度 12,100

障がい児（者）への専門的な機能を持つ施設に委託し、在宅障がい児（者）の地域での生活を
支えるため、訪問・指導・外来相談・施設指導を行う。

身体障がい者などを対象に、椿の湯を含む一般公衆浴場の入浴料を年度で50回まで半額助
成することで、障がい者の健康保持と憩いの場を作り、障がい者福祉の増進を目指す。

単独で屋外での移動が困難な障がい者などに外出の支援を行い、地域での自立生活や社会
参加を促す。

島しょ部の身体障がい者が自動車などを利用して乗船する場合の費用を助成することにより、
移動の負担を軽減し、社会参加の促進を目指す。

障害福祉サービスの利用での訪問調査や認定審査会の開催、支給決定事務や事業者への
指定、監査などに関する事務を行う。

居宅介護や就労系サービスなどの障害福祉サービスと放課後等デイサービス、児童発達支援
などの障がい児通所サービスを提供する。
令和5年度は、子どもの安全対策のため、児童発達支援事業所での登園管理システム導入に
必要な経費を補助する。

医療的ケアを常時必要とする重度の障がいがある児童生徒が、在籍する学校で訪問看護を
利用した場合の経費を助成し、保護者の介護・看護負担を軽減する。

福祉・子育て相談窓口に様々な障がいの相談に応じる総合相談窓口を設け、サービスの向上
につなげるほか、就労支援専門員を配置して障がい者の就労を促す。



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

障がい者工賃レベルアップ支援事業 5,400 障がい福祉課

障がい者相談支援事業 70,000 障がい福祉課

保健予防課

（債務負担行為）

障がい児相談窓口事業（再掲） 49,587 障がい福祉課

（債務負担行為）

重度心身障害者医療助成事業 2,147,311 障がい福祉課

生活保護適正実施推進事業 18,574 生活福祉総務課

ホームレス自立支援事業 1,281 生活福祉総務課

松山市子ども健全育成事業 4,450 生活福祉総務課

医療・介護扶助適正化事業 16,208 生活福祉総務課

生活保護受給者就労支援事業 16,083 生活福祉総務課

生活困窮者自立支援事業（再掲） 41,221 生活福祉総務課

生活保護支給事業 19,450,000 生活福祉総務課

救護施設委託事務費支弁事業（再掲） 270,687 生活福祉総務課

障がい者の雇用・就労支援策や循環型社会への意識啓発の一環として、障がい者による古
着・廃食用油の回収を行い、障がい者の工賃のレベルアップを目指す。

市内南北2か所に「地域相談支援センター」を設け、全ての障がい種別に対応する窓口体制を
整え、利用者の利便性を高める。

事項 期間 限度額

障がい者相談支援業務委託 R3～R6年度 210,000

発達に不安がある子どもが継続的、専門的な支援を受けられるよう、令和4年度から子どもの
発達支援に関する相談窓口をハーモニープラザに設け、管理運営を行う。

事項 期間 限度額

障がい児相談窓口運営委託 R3～R5年度 99,400

身体や精神に著しい障がいがあるため、日常生活を営むことが困難な要保護者を救護施設で
援護する。

重度心身障がい者の医療費を助成し、重度心身障がい者の健康管理の向上に寄与するとと
もに、生活の安定と福祉の増進を目指す。

年金受給支援員の活用により、保護世帯の自立を支援するほか、債権徴収職員、口座振替
の活用により徴収金などの確実な徴収を目指す。また、不正受給対策を強化し、保護の適正
実施を更に推進する。

市内のホームレス解消のため、市で民間の借家を借上げ、ホームレスへ一時的に無償で貸し
出すことで、自らの意志で自立して生活できるよう支援する。

生活保護世帯など経済的に困っている世帯の中学生に学習の場を提供することで、希望
する高校への進学率の向上や将来の職業選択の拡充を目指し、貧困の連鎖を防ぐ。

レセプト点検や介護報酬点検などを行い、医療扶助及び介護扶助の適正化を目指す。

生活保護受給者が希望する就労条件や企業の人材ニーズを把握して、企業とのマッチングな
どを行うことで受給者の就労を促す。

生活困窮者の自立に向けた相談支援を行うほか、住居確保給付金を給付して、社会的経済
的な自立と生活基盤の安定を目指す。

生活に困窮する全ての市民へ、困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、最低限度の生活を保
障するとともに、その自立を助長する。



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

ファミリー・サポート・センター運営等事業 （再掲） 9,667 子育て支援課

子育て応援券交付事業 （再掲） 114,407 子育て支援課

SNS子ども子育て相談窓口事業(DV・ひとり親相談分)（再掲） 2,443 子育て支援課

SNS子ども子育て相談窓口事業(子ども総合相談分)（再掲） 12,787

（債務負担行為）

母子生活支援施設事業 39,433 子育て支援課

子育て短期支援事業（再掲） 4,461 子育て支援課

【拡充】 ひとり親家庭等自立支援事業［子どもの学習支援事業分を含む］ （再掲） 95,597 子育て支援課

松山市子育て応援金給付事業  （再掲） 2,574 子育て支援課

子ども医療助成事業 （再掲） 2,217,499 子育て支援課

ひとり親家庭医療助成事業 685,852 子育て支援課

【拡充】 児童クラブ運営事業 （再掲） 1,290,562 子育て支援課

中学校3年生までの保険診療での入院・通院費の自己負担分の無料化を実施する。これによ
り、子育て家庭の経済的な負担を減らすほか、病気の早期発見と治療を支援し、安心して子
育てができる環境を充実させる。

ひとり親家庭の医療費を助成し、ひとり親家庭の生活の安定と福祉の増進を目指す。

昼間、保護者のいない留守家庭児童に適切な遊びや生活の場を提供するため、児童クラブを
設置し、児童の健全育成を進める。
令和5年度は、準備が整った児童クラブから開所時間を延長する。

子ども総合相談
センター事務所

LINEを活用した相談窓口を設け、感染症などの社会不安での虐待やDV等のリスクの高まりに
対応する。

事項 期間 限度額

SNS子ども子育て相談
窓口事業業務委託

R4～R6年度 29,300

母子家庭の生活の安定と向上のため、支援が必要な母子家庭に母子生活支援施設で指導と
助言を行う。

ひとり親家庭等の自立促進のため、相談への対応や資格取得のための支援などを行うこと
で、生活支援・就労支援を行う。また、児童扶養手当支給世帯の中学生に学習の場を提供す
ることで、希望する高校への進学率の向上や将来の職業選択の拡充を目指し、貧困の連鎖を
防ぐ。
令和5年度は、児童扶養手当支給世帯や生活保護世帯などの小学校5・6年生に、学習習慣の
定着や生活習慣の習得支援を行うとともに、子どもや保護者の悩み相談に乗り、子どもの学
習と生活の向上を目指す。

物価高騰等に直面する子育て世帯への生活支援のため、平成16年4月2日から令和5年3月31
日までに生まれた児童を養育する子育て世帯に市独自で応援金を給付する。応援金は、1世
帯当たり1万円で、2人目以降の児童1人につき5千円を追加した額を給付する。
令和5年3月31日までに生まれた新生児のうち、4月以降の申請となる新生児への給付を行う。

子どもの送迎や預かり等のサービス利用料を助成するなど、子育てにやさしいまちづくりを推
進する。

第2子以降の子どもの紙おむつ購入費用を支援し、安心して子どもを産み育てることができる
環境を整備する。

保護者が仕事や病気、家庭の事情等で児童の養育が一時的に困難となった場合、児童養護
施設等や里親宅で7日間以内で預かる。また、夫等の暴力から一時的に逃れる場合や経済的
問題等で緊急一時的に保護が必要な場合に、県母子生活支援センター等で母親と児童を保
護する。



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

子育てひろば等支援事業 （再掲） 47,664 子育て支援課

児童館等管理運営事業 （再掲） 355,265 子育て支援課

（債務負担行為）

【拡充】 児童クラブ室施設整備事業 （再掲） 52,369 子育て支援課

休日子どもカレッジ推進事業 （再掲） 8,000 子育て支援課

新型コロナウイルス感染症対策事業（児童クラブ等）（再掲） 60,200 子育て支援課

地域子育て支援拠点事業（直営型） （再掲） 7,688

養育支援訪問事業 （再掲） 22,249

要保護児童対策事業 （再掲） 8,785

総合相談事業 （再掲） 18,977

【新規】 ヤングケアラー支援体制強化事業 （再掲） 11,112

児童クラブの待機児童対策としてクラブ室を整備するとともに、増加する入会児童の生活環境
を改善し、児童の健全育成を進める。
令和5年度は、北久米小学校に児童クラブ室を増設し、新たに約32人分の受入れを確保する。

愛媛県などと連携し、長期休暇中に保護者のいない留守家庭児童などに、学びや遊びの場を
提供する。

感染拡大を防ぐため、感染者や濃厚接触者が発生した児童クラブなどに、職員が感染症対策
を徹底しながら業務を継続的に実施していくために必要な経費を補助する。

子ども総合相談
センター事務所

子どもに関する総合相談窓口の「子ども総合相談」で0歳から18歳までの子育て、虐待、不登
校、問題行動などの様々な相談に、子どもや家庭に寄り添いながら迅速で的確に対応する。
また、関係部局や関係機関との連携を密にし、個々の状況に応じた必要な支援につなげる。

子ども総合相談
センター事務所

ヤングケアラーコーディネーターを配置し、専門相談窓口を設け、相談対応や学校訪問を行う
とともに、周知・啓発で認知度向上し、ヤングケアラーの早期発見と適切な支援につなげる。
また、ヤングケアラーの負担軽減につながる公的サービスの利用調整や家事援助ヘルパーの
派遣などを行う。

子ども総合相談
センター事務所

主に乳幼児を持つ親とその子どもが気軽に集い、打ち解けた雰囲気の中で交流し、育児相談
などができる環境を整備することで、子育て中の親の子育てへの負担感を緩和する。

子ども総合相談
センター事務所若年妊婦や、育児ストレス、産後に強い不安感や孤立感を抱えるなど様々な原因で養育支援

が必要な家庭に、保健師、保育士などが訪問し、具体的な養育に関する指導や助言等を行
う。これにより、育児不安の軽減や個々の家庭の抱える養育上の諸問題の解決などを目指
す。

子ども総合相談
センター事務所

要保護児童等への継続支援、総合的な支援、予防的支援を実施するため、医療・保健・福祉・
学校等の関係機関で構成する要保護児童対策地域協議会の連携強化や体制整備を進める。

総合コミュニティセンターこども館内の「ToiToiToi（トイトイトイ）」など、乳幼児とその保護者が
気軽に集うことができる場所を設置し、子育て相談、情報提供、助言その他の援助を行う。
また、子ども食堂の実施に必要な費用を補助することで、活動の促進を目指し、子どもの居場
所づくりにつなげる。

中央児童センター・南部児童センター・北条児童センター・新玉児童館・味生児童館・久米児童
館・久枝児童館・畑寺児童館などを管理運営し、「あそび」を通して子どもとその保護者が楽しく
過ごす場を提供する。
令和5年度は、ハーモニープラザの大規模改修に向けた実施設計を行う。

事項 期間 限度額

松山市中央児童センター等
指定管理委託

H30～R5年度 1,634,600



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

【拡充】 障害児保育支援事業［医療的ケア児保育支援分を含む］（再掲） 9,129 保育・幼稚園課

施設型給付保育所事業 2,292,910 保育・幼稚園課

施設型給付幼稚園事業 925,724 保育・幼稚園課

延長保育事業 68,921 保育・幼稚園課

一時預かり事業（再掲） 253,903 保育・幼稚園課

【拡充】 地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター）（再掲） 93,842 保育・幼稚園課

地域型保育給付事業 1,469,441 保育・幼稚園課

地域保育所施設運営補助事業 31,454 保育・幼稚園課

事業所内保育施設整備促進事業 1,360 保育・幼稚園課

病児・病後児保育事業（再掲） 111,483 保育・幼稚園課

施設型給付認定こども園事業 6,993,452 保育・幼稚園課

地域保育所保育料補助事業 13,411 保育・幼稚園課

18歳未満の児童が3人以上いる世帯で、3人目以降の3歳未満児が地域保育所を利用する場
合、市民税所得割額が57,700円未満の世帯は保育料を無料、57,700円以上の世帯は半額と
するために、施設に補助する。

認可保育所などが開設する地域子育て支援センターで、地域の子育て家庭からの育児の相
談に担当者が対応するほか、親子が気軽に集うなど、情報交換や交流ができる場を提供す
る。
令和5年度は、公立保育所の地域子育て支援センターが他地域とオンラインで交流できるよう
機器を整備するほか、SNSを活用して情報発信を行う。
また、利用予約や入退室管理のシステムを導入し、利便性向上と利用促進を目指すとともに、
より質の高い支援の提供につなげる。

子ども・子育て支援新制度に基づき、「小規模保育」「事業所内保育」などの地域型保育事業を
実施する施設に、運営などの費用を給付する。

地域保育所（認可外保育施設）に通う児童の福祉の向上のため、地域保育所に施設の運営費
用の一部を補助する。

愛媛労働局の助成を受けて事業所内保育施設を運営する事業者を対象に補助する。

保護者が就労などで、病気中の子ども（小学6年生まで）を家庭で保育できない場合に、病児
保育実施施設で、一時的な預かり保育を行うほか、保育中に体調不良となった子どもの保育
所などから同施設までの送迎を行う。

子ども・子育て支援新制度に基づき、認定こども園（幼保連携型・保育所型・幼稚園型・地方裁
量型）に、運営などの費用を給付する。

保育所等に入所している障がい児や発達が気になる子どもの保護者の相談や支援を行うとと
もに、関係機関と連携し、障がい児の福祉の増進を目指す。また、市内の保育士等を対象に
障がい児支援に関する研修会を開催するなどで、職員の資質を向上する。
令和5年度は、公立保育所2園で集団保育が可能な医療的ケア児を受け入れ、訪問看護ス
テーションの看護師によるケアを行うとともに、保育支援員を配置し、園児の園生活を支援す
る。

子ども・子育て支援新制度に基づき、私立認可保育所に、運営などの費用を給付する。

子ども・子育て支援新制度に基づき、新制度に移行した私立幼稚園に、運営などの費用を給
付する。

保護者の就労形態の多様化などに対応するため、私立保育所・認定こども園・小規模保育事
業所・事業所内保育事業所が行う延長保育の費用の一部を負担する。

保護者の就労や傷病等に伴う心理的・肉体的負担を解消するため、認可保育所などで一時的
な保育を実施する。



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

商店街保育事業 66,195 保育・幼稚園課

（債務負担行為）

保育士等確保支援事業（再掲） 50,186 保育・幼稚園課

【拡充】 待機児童対策・保育の質向上事業［登園管理システム等導入支援分を含む］（再掲） 297,978 保育・幼稚園課

子育てのための施設等利用給付事業（再掲） 869,030 保育・幼稚園課

新型コロナウイルス感染症対策事業（私立分）（再掲） 213,450 保育・幼稚園課

私立保育施設等耐震化整備事業 470,379 保育・幼稚園課

公立保育所臨時園舎設置事業（待機児童特別対策） 7,503 保育・幼稚園課

公立保育所整備事業 240,537 保育・幼稚園課

（債務負担行為）

新型コロナウイルス感染症対策事業（公立分）（再掲） 20,629 保育・幼稚園課

商店街の空き店舗を活用した保育室で、利用ニーズの高い3歳未満児の保育を実施するとと
もに、一時的に児童を預かる託児事業や子育て相談事業を併せて行うことで、商店街を利用
する子ども連れ世帯の利便性を高める。

事項 期間 限度額

感染拡大を防ぐため、感染者や濃厚接触者が発生した公立保育所などに、職員が感染症対
策を徹底しながら業務を継続的に実施していくために必要な経費を補助する。また、感染症対
策に必要な改修を行う。

商店街保育事業 R4～R9年度 294,100

保育士確保のため、保育士養成校で資格を取得する場合の費用を補助する。また、新任保育
士への職場定着研修や高校生などへの出前講座を行うほか、清掃など保育の周辺業務を行
う保育支援者を雇用する保育所などに補助する。
また、関係機関と連携して保育士の魅力発信に取り組むほか、感染症対策のため、保健師に
よる巡回支援や指導を行う。

待機児童対策に加え、保育の質向上を目的とし、4月に1，2歳児の定員を超えて受け入れてい
る施設への助成、入所予約制の導入、加配保育士に対する助成、障がい児保育を担う保育士
への助成等を行い、保育サービスの充実を目指す。また、使用済み紙おむつの処分費用を助
成し、保護者と保育士の負担を軽減する。
令和5年度は、子どもの安全対策のため、私立保育所などに、登園管理などの業務をICT化す
るためのシステム導入に必要な経費を補助する。

令和元年10月開始の「幼児教育・保育の無償化」で、無償化対象施設などの「確認」が完了し
た新制度未移行幼稚園や預かり保育事業、認可外保育施設などを利用する子どもの利用料
を、施設または保護者に給付する。

感染拡大を防ぐため、感染者や濃厚接触者が発生した私立保育所などに、職員が感染症対
策を徹底しながら業務を継続的に実施していくために必要な経費を補助する。また、感染症対
策のための改修に必要な経費を補助する。

私立保育施設等の耐震化のため、既存園舎の改築に必要な経費の一部を、国・県の補助金
を活用して補助する。
令和5年度は、久米幼稚園と認定こども園　三葉幼稚園に補助する。

待機児童が比較的多い市内西部、南部地区で、公立保育所である生石保育園、味生保育
園、つばき保育園の園庭に臨時園舎を継続設置する。

中島こども園を旧中島東小学校の跡地に移転し、建て替えるとともに、隣接する市道の拡幅工
事を行う。また、味生保育園の大規模改修に向けた実施設計を行う。

事項 期間 限度額

中島こども園移転建替事業 R4～R5年度 177,600



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

急患医療センター運営事業 227,040 医事薬事課

休日診療所運営補助金 13,780 医事薬事課

病院群輪番制病院運営事業補助金 63,387 医事薬事課

小児救急医療支援事業補助金 171,500 医事薬事課

離島診療連絡船維持管理事業 15,866 医事薬事課

（債務負担行為）

患者搬送車維持管理事業 7,847 医事薬事課

小児救急医療確保事業 43,264 医事薬事課

（債務負担行為）

中島等地域医療確保事業 75,181 医事薬事課

（債務負担行為）

島しょ部航路運賃助成事業 9,488 医事薬事課

松山圏域（3市3町）の住民に夜間の一次救急医療を提供する。
・診療体制…内　科　月～土曜日  21時～24時（1月1日を除く）
　　　　　　　  小児科  毎日　21時～翌8時

松山圏域（3市3町）の二次救急医療体制を維持するため、実施病院へ補助する。また、救急
搬送患者の受入体制を維持するため、救急搬送患者の受入実績に応じて補助する。
・診療体制…14医療機関　365日・24時間　
・診療科目…外科等

松山圏域（3市3町）の小児救急医療体制を維持するため、小児二次救急診療を実施する病院
へ補助する。

旧中島町地域で常駐医師がいない中島以外の5島の地域医療の維持を目的とし、各島の診
療所に医療スタッフを運ぶため、離島診療連絡船「しまどりⅡ」の運航と維持管理をする。

救急車のない中島本島で365日24時間の患者搬送体制を維持するため、患者搬送車1台の運
行と維持管理をする。

中島地域の一次救急医療や離島診療を安定して継続するため、病院等の引受先法人に補助
する。また、興居島を含む6島診療所の施設の維持管理を行う。

事項 期間 限度額

限度額

日曜・祝日などの一次救急医療体制を維持するため、松山市医師会が実施する休日診療所
などの運営経費の一部を補助する。
・診療体制…日曜、祝日、1月1日～3日
・内科　10時～13時 ・ 小児科　11時～14時
　　　　 14時～17時　　　　　　　15時～18時

事項 期間

離島診療連絡船
運航業務委託

R2～R5年度 20,100

132,000

小児救急医療体制を安定化するため、愛媛大学医学部の寄附講座や小児科研修医の実地
研修のほか、救急医療の正しい利用方法の啓発を行う。また、急患医療センターへ出務可能
な医師が高齢化により年々減少していることから、小児科医を確保するため、市内に小児科を
新規開業する場合に、費用の一部を補助する。

中島等地域医療確保事業 R4～R8年度 296,000

島しょ部に居住する人や妊婦が、通院や妊婦健康診査の受診を目的に航路を利用した場合な
どに、その経費の一部を補助することで、島しょ部住民の負担を軽減し、島しょ部への定住を
促す。

事項 期間 限度額

地域小児保健医療確保事業 R3～R7年度



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

医療安全支援センター運営事業 630 医事薬事課

がん対策事業 388,123 健康づくり推進課

（債務負担行為）

ドナー制度普及啓発事業 974 健康づくり推進課

食育推進事業 3,735 健康づくり推進課

歯科保健事業 42,161 健康づくり推進課

（債務負担行為）

妊婦・乳児健康診査事業(再掲) 408,801 健康づくり推進課

幼児健康診査事業(再掲) 79,199 健康づくり推進課

母子保健育児支援事業（再掲） 11,312 健康づくり推進課

生涯健康づくり推進事業 （再掲） 5,453 健康づくり推進課

小児慢性特定疾病・育成・養育医療費等給付事業 174,893 健康づくり推進課

節目歯周病検診通知書等
作成・封入封緘業務委託

（令和4年契約分）

骨髄等の移植の推進やドナー登録者の増加を目的に、ドナーへの助成など、制度の普及啓発
を行う。

医療への苦情や相談などに対応する「相談窓口」を設けるほか、医療安全への助言指導や市
民啓発を行う。また、関係機関との連絡調整などを行う「医療安全推進協議会」の開催や講習
会などの実施で、医療従事者の資質向上を目指す。

本市の死亡原因第1位である「がん」の早期発見、早期治療を目的に、各種がん検診を行うほ
か、中学2年生の希望者に、ピロリ菌検査を実施する。また、「若年がん患者在宅療養支援事
業」や「予防接種の再接種助成金」など、小児も含めた若年層のがん患者などを支援する。

事項 期間 限度額

小児慢性特定疾病児等の健全育成のため、医療費の助成や日常生活用具の給付、自立支
援事業を行うほか、身体の障がい・未熟児などへ医療費を助成する。

第3次松山市食育推進計画に基づき、食育の推進に関する施策を計画的に進める。

乳幼児期の歯科健診・歯みがき教室や、妊娠期・節目年齢等の歯周病検診・歯科保健指導等
を行い、むし歯有病者率の低下や歯周病の予防、生涯を通じた口腔の健康管理を進める。

事項

幼児期の身体発達・精神発達の節目である1歳6か月と3歳の時期に健康診査を行い、幼児の
健やかな発育や保護者の育児不安の軽減を目指す。

インセンティブを付与するウォーキングや健康マイレージ事業等を通じて、子どもや働く世代が
主体的に健康づくりを継続できるきっかけづくりや、松山市健康増進計画「健康ぞなもし松山」
に基づき、子どもから高齢者までライフステージにあった健康づくり等、生涯を通じた健康づくり
を支援する。

期間 限度額

R4～R7年度 9,700

乳幼児の健康保持や保護者への育児支援のため、発達相談などを実施するほか、幼児の通
園する保育園などと、情報を共有し、育児不安を軽減する。また、小児科医師が医学的な助言
や指導を行い、地域に住む全ての子どもが健やかに成長できるよう、支援体制を充実させる。

妊産婦や乳児へ健康診査を行い、異常を早期に発見し、必要な治療の勧奨などの保健指導
を行う。

健診のしおり作成・
封入封緘業務委託
（令和4年契約分）

R4～R7年度 1,200



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

不妊治療・不育症検査助成事業（再掲） 32,495 健康づくり推進課

【拡充】 妊娠・出産支援事業 （再掲） 384,818 健康づくり推進課

高齢者健康づくり支援事業 【介護】 6,035 健康づくり推進課

精神障がい者・難病患者等総合支援事業（再掲） 3,927,731 保健予防課

自殺対策等精神保健事業 14,719 保健予防課

精神障害者地域移行・地域定着支援事業 4,267 保健予防課

A類定期予防接種事業 1,141,988 保健予防課

（債務負担行為）

B類定期予防接種事業 388,000 保健予防課

新型コロナウイルスワクチン接種事業（再掲） 1,133,744 保健予防課

（産業経済関係）

シルバー人材センター運営支援事業 141,100 地域経済課

645,000

市内在住の高齢者の就業機会を維持・拡大するため、松山市シルバー人材センターに対して
支援を行う。

重症化予防や医療提供体制確保のため、市医師会や市内の各医療機関と連携し、市民を対
象に新型コロナウイルスワクチンの接種を行う。

予防接種法に規定されたB類疾病（高齢者インフルエンザ等）の発生やまん延を防ぐため、定
期予防接種を行い、市民の健康を守る。

高齢者に介護予防に関する地域活動支援や普及啓発を行い、介護予防に取り組む。

障害者総合支援法に基づき支援を行い、精神障がい者などの生活の安定や社会参加の促進
を目指す。
令和5年度から、在宅で常時人工呼吸器を装着している難病患者等が必要とする非常用電源
を給付対象に追加する。

自殺が重大な社会問題となっている中、松山市自殺対策基本条例や第2次松山市自殺対策
基本計画に基づき、自殺対策の充実に向けた各種施策を行う。

精神科病院に入院している退院可能な精神障がい者へ、退院のための訓練などを行い、社会
的自立を支援し、地域生活への円滑な移行を進める。

予防接種法に規定されたA類疾病（麻しん風しん等）の発生やまん延を防ぐため、定期予防接
種を行い、市民の健康を守る。

事項 期間 限度額

予防接種ワクチン
供給業務委託

R4～R5年度

出産や育児の不安を軽減し、安心して子育てができる環境を整えることを目的に、相談・訪問
指導・健康教室などを実施する。また、「すくすく・サポート」では、保健師が全妊婦と面談し、産
前・産後サポート事業などを通じ、妊娠期からの切れ目ない支援を提供する。
また、妊娠や出産・育児の相談ができる機会を増やすなど、妊娠届出時から、妊婦や子育て
家庭に寄り添う「伴走型相談支援」を充実させるほか、出産育児用品の購入等の経済的負担
を軽減するため、妊娠・出産した方々を対象に、妊娠時に5万円、出産時に子ども1人当たり5
万円の応援金を給付する。

一般不妊治療を行う方への補助や、不妊・不育症に悩む方からの相談に応じるほか、先進医
療の不育症検査を受けた場合に、その費用の一部を補助する。



☆生活に安らぎのあるまち【安全・安心】

（単位：千円）

予算額 担当課

（総務理財関係）

防災計画策定事業 3,179 防災・危機管理課

避難対策推進事業 11,085 防災・危機管理課

災害用物資資機材整備事業（再掲） 19,351 防災・危機管理課

対策本部運営事業 28,662 防災・危機管理課

【拡充】 防災行政無線維持管理業務（再掲） 86,537 防災・危機管理課

（債務負担行為）

訓練実施事業 1,844 防災・危機管理課

啓発推進事業 372 防災・危機管理課

自主防災組織育成業務 1,358 防災・危機管理課

地域ぐるみの防災支援事業 7,250 防災・危機管理課

防災ひとづくり地域創生事業 （再掲） 2,250 防災・危機管理課

松山のひととまちを守る！防災士養成事業 4,084 防災・危機管理課

事　　業　　概　　要

大学生防災士と地域や学校の防災活動をつなぎ、若い世代の防災リーダーを育成して地域を
活性化する。

防災活動の中心となる防災リーダーを育成するため、愛媛大学や愛媛県と連携した防災士養
成講座で資格取得者を増やし、産官学民連携による総合的な地域防災力を強化する。

災害時に機能する組織づくりを目指し、自主防災組織を育成強化する。

災害対策基本法に基づき市内全地区で作成した「地区防災計画」を検証するほか、自主防災
組織に、計画に定める防災訓練や資機材の整備などを支援する。また、自主防災組織ネット
ワーク会議に運営費を補助する。

市民の生命や身体、財産を災害などから保護し、安全安心なまちづくりを推進するため、地域
防災計画などの既存計画についても、必要に応じて見直す。

災害時の“逃げ遅れゼロ”に向けて、市民の迅速で的確な避難行動を支援するため、各種ハ
ザードマップの作成・更新などを行う。

大規模災害発生時に、避難者へ食料や物資などを速やかに供給するため、市内の備蓄倉庫
などに、アルファ米や長期保存水、毛布などを分散して配置する。

災害発生時に、災害対策（警戒）本部を設置し、気象情報の収集、避難情報の伝達、被害情
報の集約、災害対応の実施などを円滑に行うことにより、被害を軽減し、市民生活を早期に安
定させる。

災害時の基幹的な情報伝達手段である防災行政無線の適正な維持管理や緊急情報などの
迅速な伝達を可能とし、市民の生命や身体、財産を保護する。
令和5年度と令和6年度は、デジタル防災行政無線の親局と中継局の設備を更新する。更新に
あわせて、音声合成機能の追加や総合防災情報システムとの連携など、機能を強化する。

事項 期間 限度額

デジタル防災行政無線更新事業 R5～R6年度 97,200

市民の防災意識や防災行動力を向上させるため、松山市地域防災計画に基づき、防災の関
係機関や民間の協力団体、自主防災組織など、市民が一体となった総合的で実践的な防災
訓練を実施する。

市民の防災意識を高めるため、小中学生から募集した防災ポスターの優秀作品を展示するな
ど、市民、地域、行政が一体となって防災・減災を考える防災啓発を行う。



☆生活に安らぎのあるまち【安全・安心】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

切れ目のない全世代型防災リーダー育成事業 （再掲） 18,300 防災・危機管理課

新規水源開発準備事業 （再掲） 1,361 水資源対策課

（文教消防関係）

防火対象物規制事務 4,905 消・予防課

消防水利整備事業 73,279 消・警防課

常備消防用車両機械購入事業 209,296 消・警防課

（債務負担行為）

松山圏域消防指令センター整備事業 （再掲） 1,708,003 消・通信指令課

（債務負担行為）

（継続費）

消防団車両機械購入事業 44,484 消・地域消防推進課

（債務負担行為）

消防団ポンプ蔵置所耐震化事業 33,275 消・地域消防推進課

1,060,100

事項 期間 年度 年割額

消防団車両機械購入事業 R5～R6年度 60,000

大規模災害に備えるため、消防団の活動拠点となる市内95箇所の消防団ポンプ蔵置所のう
ち、旧耐震基準に基づく施設の耐震化を進めることで、地域の消防防災力を強化する。
令和5年度は、小野分団北梅本中組消防ポンプ蔵置所の耐震化を目的とした建替工事を行
う。

松山圏域消防救急デジタル
無線設備更新事業

R5～R6年度
R5年度 728,500

R6年度 711,500

計画に基づき消防団車両を更新するほか、消防活動に必要な資機材などを整備して、消防力
の充実・強化につなげる。

事項 期間 限度額

消防法に基づく、建築申請の消防同意や消防設備の指導、防火対象物への立入検査、違反
是正を行うほか、建物規模や構造、消防設備の設置状況などのデータをシステム管理すると
ともに、立入検査や火災現場で活用するため、モバイル端末の管理を行う。そのほか、企業防
災リーダーを養成し、企業防災力の充実・強化につなげる。

消火活動に必要不可欠な消防水利を設置するとともに、老朽化して危険性のある水利施設を
撤去や修繕するなど、適切に維持管理する。

計画に基づき常備消防車両を更新するほか、消防活動に必要な資機材などを整備して、消防
力の充実・強化につなげる。

事項 期間 限度額

産官学民の代表による「松山市防災教育推進協議会」を通じて、小学校、中学校などの教育
現場や、社会教育の場で全ての世代に防災教育を進め、小学生から高齢者まで切れ目なく防
災リーダーを育成し、市民全体の防災意識を高めて地域防災力を向上させる。

新規水源開発に向けて、さらに調査・研究を進める。

204,000常備消防用車両機械購入事業 R5～R6年度

令和6年4月に松山圏域消防本部（松山・伊予・東温）で消防指令の共同運用を開始し、将来に
わたって持続可能な消防体制をつくる。令和5年度に消防指令システムを構築し、令和5年度と
令和6年度で消防救急デジタル無線設備を更新するなど、隣接地域や大規模な災害時の相互
応援体制を充実・強化する。

事項 期間 限度額

松山圏域消防指令
システム構築事業

R4～R5年度



☆生活に安らぎのあるまち【安全・安心】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

（市民福祉関係）

松山市防犯協会防犯灯設置補助事業 35,648 市民生活課

安全安心指導者学校派遣事業 715 市民生活課

消費者啓発事業 819 市民生活課

消費生活相談事業 12,439 市民生活課

災害用医薬品管理事業 300 医事薬事課

【拡充】 動物愛護推進事業（再掲） 11,844 生活衛生課

動物愛護管理施設整備事業（再掲） 280,810 生活衛生課

感染症対策事業（再掲） 1,005,582 保健予防課

（都市整備関係）

運転免許返納サポート事業 12,241 都市・

交通計画課

準用河川改修事業 87,159 道路河川整備課

がけ崩れ防災対策事業 57,844 道路河川整備課

太山寺川護岸の未改修部分など、準用河川を整備する。

祝谷6丁目ほか3箇所のがけ崩れ防災工事などを行う。

大規模災害発生時に、迅速に医療救護活動を実施するため、救護所などで必要な医薬品を
管理する。

安全・安心なまちづくりを進めるため、町内会・自治会などが管理する防犯灯の蛍光管取替費
用を助成するほか、新規の設置や故障などによる器具取替で器具のLED化を進める。

感染拡大の状況把握や陽性患者への必要な疫学調査を実施し、感染拡大を防ぐ。また、自宅
療養者への薬剤の配送などにより、陽性患者を支援する。

消費生活講座の実施や啓発パンフレットを配布し、消費者意識を啓発する。また、高齢者や障
がい者、認知症で判断力が不十分となった人などの消費者被害を防ぐため、地域の関係者が
連携した「消費者見守りネットワーク」で被害を未然に防ぐ。

小中学生を対象に「インターネット安全教室」を実施するほか、警察と協力して「薬物乱用防止
教室」、「不審者対応教室」、「情報モラル教室」などを行い、青少年が犯罪やトラブルに巻き込
まれるのを防ぐ。

運転に不安を感じる高齢ドライバーに公共交通機関の利用券等を交付することで、免許の自
主返納を促し、高齢ドライバーによる事故の防止と、公共交通の利用を促進する。

消費生活センターで消費生活相談員が消費生活相談や苦情を受け助言する。また、ファイナ
ンシャルプランナーが家計の見直しの相談を受け、生活再建をサポートする。

動物の適正な飼育や市民の動物愛護への意識を高め、人と動物が地域で共生できる社会を
目指す。
令和5年度は、クラウドファンディングによる寄附金を活用し、猫不妊・去勢手術費補助を拡充
する。

松山総合公園内に動物愛護管理施設を整備し、動物愛護の啓発や譲渡をより一層推進し、人
と動物が共に暮らせるまちづくりを進める。
令和5年度は施設の建設を行い、年度内の完成を目指す。



☆生活に安らぎのあるまち【安全・安心】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

河川水路管理事業 349,210 道路河川管理課

（債務負担行為）

木造住宅耐震診断事業 6,560 建築指導課

【拡充】 木造住宅耐震改修等補助事業 （再掲） 73,343 建築指導課

ブロック塀等安全対策補助事業 24,835 建築指導課

（環境企業関係）

基幹管路の耐震化事業 【上水】 1,826,132 公営企業局

重要施設への給水ルートの確保事業【上水】 223,850 公営企業局

（債務負担行為）

応急給水拠点の整備事業（応急給水栓の設置）【上水】 95,010 公営企業局

硬質塩化ビニル管等の更新・改良【上水】 2,183,500 公営企業局

（債務負担行為）

東中島地区配水管整備 【簡水】 167,920 公営企業局

工業用水道施設の耐震化 【工水】　 602,900 公営企業局

下水排水路等整備事業
（浅海原）

R4～R5年度 3,000

下水排水路等整備事業
（中西内）

R4～R5年度 3,000

甚大な被害が想定される震災時に重要施設への給水は最優先であるため、第2期計画として
救護所24箇所への給水ルートの耐震化工事を行う。

事項 期間 限度額

下水排水路等の老朽化による排水不良や浸水被害などを防ぐため、改修工事や除去した汚
泥等の最終処分を行う。

事項 期間 限度額

大規模地震などで基幹管路が破損した場合、長期間で広範囲の断水や二次災害のおそれが
あるため、国の耐震基準を満していない基幹管路の耐震化工事を行う。

避難路などに面し、老朽化等により劣化が認められ、倒壊の恐れがあるブロック塀の撤去や
建替えを行う所有者に費用の一部を補助する。

地震などによる被害を防ぐため、昭和56年5月31日以前に着工した木造住宅の耐震診断費用
を支援する。

耐震診断の結果、耐震性が低く補強が必要と診断された住宅所有者に耐震改修などの費用
の一部を補助する。
令和5年度は、木造住宅耐震化事業と一体で行う瓦屋根の改修費用の一部を補助対象に加
える。

R4～R5年度 8,500

緊急時に効果的な給水活動ができるよう、指定避難所である市内給水区域内の小中学校を
対象に、計画的に応急給水栓を整備する。併せて直結給水方式による水飲み場も整備する。

老朽化が進む配水支管の更新で、事業量の平準化と優先順位付けを行い、東日本大震災で
被害が大きかった硬質塩化ビニル管を耐震管に布設替えする。

事項 期間 限度額

重要施設への給水ルートの
確保事業（太山寺町ほか）

硬質塩化ビニル管等の
更新・改良事業（北条辻󠄀ほか）

R4～R5年度 12,600

東中島地区の管路は老朽化が進み、漏水などが発生しているため、主要な配水管を更新し耐
震化することで、管路事故のリスクを低減させるとともに、病院や避難所などの重要施設まで
の給水ルートを確保する。

老朽化した工業用水管路の更新時期が迫っているため、外環状道路の整備に併せて工業用
水管路の耐震化工事を行う。



☆生活に安らぎのあるまち【安全・安心】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

管渠改良事業（耐震化）【下水】 172,105 公営企業局

中央・西部・北条浄化センター建設事業（耐震化）【下水】 204,012 公営企業局

雨水管渠等整備事業（浸水対策）【下水】 965,100 公営企業局

（債務負担行為）

雨水管理総合計画策定業務委託 R5～R7年度 80,000

「松山市下水道総合地震対策計画」に基づき、管渠の耐震化により、震災時の被害防止や軽
減につなげる。また、市立小中学校へ災害用マンホールトイレの整備を進め、快適なトイレ環
境を確保する。

「松山市下水道総合地震対策計画」に基づき、処理場の耐震化を進め、震災時の被害防止や
軽減につなげる。

「第4次松山市下水道整備基本構想」に基づき、山西地区、和泉・古川地区、北条辻󠄀地区など
で詳細設計及び雨水管渠などを整備し、浸水対策を進める。

事項 期間 限度額

北条辻󠄀雨水貯留施設整備事業 R5～R7年度 800,000



☆地域の魅力・活力があふれるまち【産業・交流】

（単位：千円）

予算額 担当課

（総務理財関係）

『坂の上の雲』を軸とした21世紀のまちづくり事業（再掲） 11,448

風早レトロタウン構想促進事業（再掲） 4,888

三津浜地区活性化推進事業（再掲） 9,058

移住定住促進事業 （再掲） 36,000

フィールドミュージアムアカデミー久谷カレッジ運営事業 （再掲） 1,000

【新規】 子育て世帯いらっしゃい事業 （再掲） 5,000

【新規】 松山市地域振興構想策定事業 （再掲） 6,249

（債務負担行為）

【拡充】 愛ランド里島構想推進事業（再掲） 58,436

里島地域おこし推進事業（再掲） 12,997

事　　業　　概　　要

まちづくり
推進課

坂の上の雲ミュージアムをまちづくりの中核施設として活用するとともに、地域の宝の保存、活
用、継承などを目的とした解説板や案内標識などの設置を支援する。また、地域資源を巡るふ
るさとウォークなどの実施や、パンフレットによる広報などのほか、地域資源を知り、体験するこ
とができるポイントラリーや動画を制作するなど、『坂の上の雲』のまちづくりに取り組む。

まちづくり
推進課

風早レトロタウン構想の実現に向け、資源活用、環境整備、情報発信、交流促進、協働推進の
5つのポイントに基づき、北条地域の活性化に取り組む。

まちづくり
推進課

三津浜地区活性化計画に基づき、港町として栄えた面影が今も息づく歴史や文化など三津浜
地区の魅力ある地域資源を活用し、賑わいを創出する。

まちづくり
推進課

松山への定着と新しい人の流れをつくるため、若者目線で松山の魅力を発信する「マツワカ」
の活動のほか、移住希望者に寄り添ったオーダーメイド型移住体感ツアーや移住相談などの
取組を推し進め、「住みたい」「住み続けたい」まちを目指す。

まちづくり
推進課

久谷地域全体を「フィールドミュージアムアカデミー久谷カレッジ」とし、行政と地域まちづくり団
体、地元大学が連携し、地域の歴史や価値を研究・再評価し有効に活用することで、地域を活
性化させるとともに、若い世代のまちづくりへの参画の意識を高める。

まちづくり
推進課

子育て世帯の移住を推し進めるため、移住する際の引越し費用の一部を補助する。
また、子育て世帯で、移住を検討している方へ積極的に情報発信し、子育て世帯から「選ばれ
るまち」を目指す。

まちづくり
推進課

『坂の上の雲』フィールドミュージアム構想のサブセンターゾーンを中心に、これまでの取り組み
を振り返るとともに、市内各地域の特色や特性を生かしたまちづくりを進めるための新たな地
域振興構想を令和6年度に策定する。
令和5年度は、有識者や地域関係者との意見交換やアンケート調査などを行い、構想案の作
成を進める。

事項 期間 限度額

松山市地域振興構想策定事業 R5～R6年度 6,700

まちづくり
推進課

愛ランド里島構想の重点プロジェクトである定住を促進するため、「ハイムインゼルごごしま」、
「神浦定住促進施設」、「空き家バンク」を運営するなど、島しょ部の活性化を目指す。
令和5年度は、空き家バンクの登録物件を増やすため、新しく支援制度を設けるとともに、中
島・興居島の定住促進施設のプロモーションを強化し、移住や定住をさらに推し進める。

まちづくり
推進課

地域おこし協力隊が、島の魅力創出やプロモーション活動などに取り組み、地域振興の担い手
として交流人口の拡大や地域経済の活性化を目指す。



☆地域の魅力・活力があふれるまち【産業・交流】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

【拡充】 坂の上の雲ミュージアム施設管理運営事業 （再掲） 129,995

（債務負担行為）

坂の上の雲ミュージアム企画展示事業（再掲） 26,197

【新規】 こども本の森開設準備事業（再掲） 1,426

ことばのちからイベント事業 （再掲） 32,329 文化・ことば課

俳句ポスト事業（再掲） 6,394 文化・ことば課

【拡充】 文学賞運営事業（再掲） 18,650 文化・ことば課 

（債務負担行為）

スポーティングシティまつやま推進事業（再掲） 66,079

都市イメージ向上事業（再掲） 27,224

まつやま　首都圏シティプロモーション事業（再掲） 1,651 東京事務所

（文教消防関係）

一草庵公開活用事業 1,773 文化財課

種田山頭火の終焉の地に建つ「一草庵」を土曜、日曜、祝日など年間約120日公開し、俳句の
まちにふさわしい文化的観光施設として積極的に活用する。

松山の「地域イメージの向上」や、「交流・移住人口の増加」につなげるため、東京事務所の立
地面での利点を生かしながら、効果的なプロモーションを展開していく。

シティプロモー
ション推進課

全国の人々から「選ばれる都市」を実現するため、本市の魅力ある資源や特性を生かして、都
市イメージと認知度を高める。

坂の上の雲
ミュージアム

坂の上の雲ミュージアムを維持管理するほか、定期講座などの各種活性化事業を行う。
令和5年度は、小説『坂の上の雲』完結50周年を記念し、シンポジウムを開催するなど、来館者
の増加を目指す。

事項 期間 限度額

坂の上の雲ミュージアム
指定管理委託

R元～R6年度 449,300

坂の上の雲ミュージアム観覧料等
キャッシュレス決済手数料

R元～R6年度 2,200

坂の上の雲
ミュージアム

坂の上の雲ミュージアムで毎年開催する企画展の計画策定・展示設計・展示制作などを行う。

坂の上の雲
ミュージアム

建築家・安藤忠雄氏から寄附を受ける（仮称）「こども本の森」図書室の坂の上の雲ミュージア
ムへの整備について、令和7年度中の開設に向けて準備を進める。

スポーティング
シティ推進課

スポーツを切り口に、国内外での交流人口の拡大を目指し、関係団体や民間事業者と一層連
携し、スポーツコンベンションの誘致やプロスポーツ支援に取り組む。

「俳句甲子園」や「俳都松山PR事業」、「街はことばのミュージアム」など、ことばをキーワードと
した事業を展開し、「ことばを大切にするまち松山」を市内外に発信する。引き続き、過去の「こ
とば募集」で寄せられた、ことば作品の掲出や群読コンクールを開催する。

俳句ポストに投句された俳句の選句と発表を行い、松山を訪れた観光客の満足度を高め、市
民がより俳句文化に親しめるようにする。また、俳句投稿サイト「俳句ポスト365」を運営し、俳
都松山をPRする。

俳句と同じく短いことばでアイデアを表現する「ショートショート」の文学賞の「坊っちゃん文学
賞」で、「ことばと文学のまち松山」を一層全国に発信する。
令和5年度は、「第20回」を迎えることから、特別対談や受賞作品の感想募集などで、さらに、
坊っちゃん文学賞の知名度を高める。

事項 期間 限度額

文学賞運営業務委託 R4～R5年度 17,500



☆地域の魅力・活力があふれるまち【産業・交流】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

子規記念博物館管理運営事業 （再掲） 174,006 子規記念博物館

（債務負担行為）

子規記念博物館企画展示事業 （再掲） 9,930 子規記念博物館

子規記念博物館改修事業 580,000 子規記念博物館

（継続費）

（都市整備関係）

松山空港利用促進協議会負担金事業 （再掲） 29,270 都市・

交通計画課

松山港利用促進事業 1,709 都市・

交通計画課

公共交通利用促進環境整備事業 （再掲） 352,539 都市・

交通計画課

【拡充】 市駅前広場整備事業 （再掲） 701,300 都市・

交通計画課

安全歩行空間整備事業（補助）

110,936 道路河川整備課

111,595 道路河川整備課

36,247 道路河川整備課

11,078 道路河川整備課

R5年度 580,000

R6年度 870,000

R元～R6年度

子規記念博物館の管理運営に指定管理者制度を導入し、民間が持つ経験と知識を生かした
博物館の活性化と効果的な運営を行う。

1,000
子規記念博物館観覧料等
キャッシュレス決済手数料

R元～R6年度

4路線について、無電柱化や歩道整備などを行う。

・無電柱化

路線名 事業箇所 規格 総事業費 事業期間（予定）

千舟町空港線 千舟町七丁目外 L=570m、W=20m 1,121,000 R元～R10年度

離島航路を維持するために安居島と中島航路の運航費の一部を、市民の生活交通を維持す
るために赤字バス路線や予約制乗合タクシーの運行費の一部を補助する。また、ノンステップ
バスの車両の購入費を補助する。

公共交通の利便性向上や、中心市街地の賑わい創出につながるコンパクトシティのシンボル
広場として、市駅前広場を整備する。
令和5年度は、東西ロータリーや中之川通りの路上駐輪場の整備工事を行うほか、地元商店
街が所有するアーケード撤去や沿線建物のファサード（外観）整備に補助する。

松山空港の航空路線の維持や拡充を目的に設立した松山空港利用促進協議会の運営費の
一部を負担する。
また、松山空港ビル㈱が実施する空港の利用促進に向けた取組を支援する。

正岡子規をはじめ、周辺の人々や郷土松山の資料を体系的に展示する。
令和5年度の特別企画展は、ドナルド・キーンと正岡子規をテーマに、ドナルド・キーンの業績
や正岡子規との関係などを紹介する。また、館蔵資料の特別展を2回開催するほか、資料の修
復やデジタルアーカイブの維持・管理などで、収蔵資料を適切に保管し、活用する。

子規記念博物館の長寿命化を進めるため、大規模改修を実施する。

事項 期間 年度 年割額

子規記念博物館改修事業 R5～R6年度

事項 期間 限度額

松山港での集荷を促進し、国際定期貨物航路網の維持や拡充を目的に、松山港利用促進協
議会が実施する利用促進事業を支援する。

673,700子規記念博物館指定管理委託

三番町線 花園町外 L=240m、W=15m 487,000 R元～R6年度

鮒屋町
護国神社前線

文京町 L=380m、W=15m 687,000 H25～R5年度

・歩道整備

路線名 事業箇所 規格 総事業費 事業期間（予定）

松山環状線東部 束本二丁目外 L=200m、W=20m 141,000 H29～R5年度



☆地域の魅力・活力があふれるまち【産業・交流】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

街路・幹線道路整備事業（補助）

・松山外環状道路

32,807 道路河川整備課

・その他の路線

73,821 道路河川整備課

12,997 道路河川整備課

水産基盤ストックマネジメント事業 120,500 空港港湾課

中心市街地活性化対策事業 2,595 都市デザイン課

（産業経済関係）

労働福祉団体貸付金事業 265,000 地域経済課

中小企業振興円卓会議運営事業（再掲） 3,750 地域経済課

松山市商業振興対策事業 9,254 地域経済課

商店街等活性化事業 （再掲） 10,562 地域経済課

【拡充】 商店街等需要喚起支援事業（再掲） 26,400 地域経済課

【拡充】 ニューノーマル対応促進事業（再掲） 46,831 地域経済課

まつやま産業まつり事業 （再掲） 15,240 地域経済課

商工会議所等支援事業 15,850 地域経済課

松山外環状道路の整備などを行う。

路線名

インター東線
来住町～

北土居二丁目
L=1,600m、W=60m　　　
(市施工部W=22.5m)

8,182,000 H30～R13年度

路線（工区）名

事業箇所

勤労者のための関係機関に資金を貸し付けることで、勤労者の福祉を向上させる。

中小企業振興円卓会議が実施する中小企業振興につながる取り組みを支援する。

市内の商業振興支援団体が連携し、商業者の育成や販売促進などの支援を行う。

商店街の活性化に取り組む団体の活動を支援することで、空き店舗率の改善や商店街の利用
者増加につなげて、市内商店街の賑わいを創出する。

規格

地域の特産品の展示・販売などで、各種産業を周知するため、城山公園で「えひめ・まつやま
産業まつり」を愛媛県と共同開催する。

商工業振興を担う松山商工会議所、北条商工会、中島商工会に補助する。

規格 総事業費 事業期間（予定）

事業箇所 総事業費 事業期間（予定）

中心市街地活性化基本計画に基づき、各種事業の進行管理や中心市街地活性化協議会に必
要な事業支援を行う。

中之川通線
（1工区）

竹原町～
竹原三丁目

L=219m、W=18m 1,235,000 H24～R8年度

本町宝塔寺線
宮西一丁目～
朝美一丁目

L=474m、W=20m 2,779,000 H26～R8年度

漁港施設を長寿命化するため、機能保全工事を行う。

感染症の影響により、落ち込んだ消費を喚起するため、市内商店街が実施する需要喚起策を
支援する。

中小企業のIT化・デジタル化による業務効率化や、柔軟な働き方推進のため複業を行う都市
部の外部人材の活用に向けた支援などを行う。
令和5年度は、新たにDX(デジタルトランスフォーメーション)に取り組む中小企業への支援や、
都市部人材と市内企業が継続的に交流できる環境をつくるほか、「収益拡大・新ビジネス創造
に関する連携協定」を基にスタートアップ関連イベントを行う。



☆地域の魅力・活力があふれるまち【産業・交流】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

【拡充】 人材育成等補助事業 （再掲） 15,200 地域経済課

【拡充】 中小企業資金貸付事業 （再掲） 4,794,216 地域経済課

（債務負担行為）

産業立地セールス事業 （再掲） 53,162 地域経済課

中小企業販路拡大事業 （再掲） 12,000 地域経済課

プロテイン・アイランド・松山開催事業 2,000 地域経済課

雇用対策推進事業 （再掲） 33,398 地域経済課

松山しごと創造センター運営事業 （再掲） 44,274 地域経済課

（債務負担行為）

ウィズコロナ雇用促進事業（再掲） 24,800 地域経済課

松山圏域で連携し、中小企業などが県内外の複数の大手企業などに直接売り込む「逆」商談
会を地元で開催し、販路を拡大する。また、台湾との経済交流を推進するため、市内事業者の
台湾での販路拡大などを支援する。

本市をタンパク質研究やバイオの国際拠点にするため、愛媛大学や愛媛県、関係団体などと
共同で国際学術シンポジウムや一般向け体験セミナーなどを開催する。

松山市設備資金融資
利子補給金

平成30年度から、松山市中小企業資金融資制度を利用
して一定の要件を満たす中小企業者又は当該融資を
行った金融機関に対し、年1.0％を限度として利子補給す
る。

市内中小企業などの従業員が、ビジネスモデルの変化に対応するため、リスキリング（求めら
れるスキルの変化に応じて、新たなスキルや知識の習得を行う。）を目的とした研修などを受
講する場合に、その費用を補助する。
また、高度DX人材などの育成のため、特化した制度を創設する。

中小企業者などの創業や経営を支援するため、低金利融資や保証料補助を行う。
令和5年度も引き続き、長引く感染症の影響で厳しい状況にある中小企業などの資金繰りを支
援するため、本市独自の無利子・信用保証料なしの融資を含む、低金利の融資枠を400億円
規模で確保する。

事項 期間 限度額

創業者支援利子補給金
平成24年度から、日本政策金融公庫が取り扱う創業者
向けの融資制度を利用して市内で創業する事業者に対
し、年1.0％を限度として利子補給する。

松山しごと創造センター運営委託 R2～R5年度 126,000

事項 期間

松山市消費税対策
資金融資利子補給金

令和元年度から、松山市中小企業資金融資制度を利用
して一定の要件を満たす中小企業者又は当該融資を
行った金融機関に対し、年1.0％を限度として利子補給す
る。

松山市新型コロナウイルス対策
資金融資利子補給金

令和2年度から、松山市中小企業資金融資制度を利用し
て一定の要件を満たす中小企業者又は当該融資を行っ
た金融機関に対し、年1.5％を限度として利子補給する。

新型コロナウイルス対策
金融支援利子補給金

令和2年度から、愛媛県が取り扱う新型コロナウイルス対
策の融資制度を利用した中小企業者又は当該融資を
行った金融機関に対し、年0.5％を限度として利子補給す
る。

市内外企業への営業活動などで、本市への立地を促進する。

限度額

感染症の影響を受けながらも社会経済の変化に対応して、新しい時代に挑む企業の成長を支
援するため、企業活動に重要な経営資源である人材確保を後押しするとともに、安定した雇用
や多様な人材が活躍できる雇用機会の創出を行う。

求職者の職業能力開発・向上や資格の取得、また高齢者の就労相談窓口を設置するなど、育
成・就職・再就職を支援する。

創業や経営の支援など、「しごと」に関する幅広いサービスを、ワンストップで提供する「松山し
ごと創造センター」を管理運営する。



☆地域の魅力・活力があふれるまち【産業・交流】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

データサイエンス活用支援事業（再掲） 9,233 地域経済課

松山市勤労者福祉サービスセンター共済事業 【勤労者】 66,712 地域経済課

【拡充】 国際観光客誘致促進事業 （再掲） 155,778

【拡充】 （公財）松山観光コンベンション協会運営補助事業（再掲） 188,598

松山を楽しもうキャンペーン事業（再掲） 23,500

二之丸庭園・城山公園等管理事業（再掲） 142,076

観光WEBプロモーション事業 5,995

HAIKU（国際俳句）ブランディング事業 15,500

誘客促進・観光おもてなし事業 2,085

鹿島賑わい活性化事業（再掲） 25,579

【拡充】 修学旅行誘致促進事業（再掲） 13,082

【拡充】 広域・観光交流事業（再掲） 6,097

観光・
国際交流課

「松山＝俳句」の知名度・ブランディングを高めるとともに、「俳句や文学を活用した」旅行商品
の活用により、交流人口の拡大や観光客の満足度を向上させる。

観光・
国際交流課

まつやま観光キッズの実施や、観光事業者などを対象にした研修会などを開催し、国内外の
観光客への受入態勢を充実させる。

観光・
国際交流課

鹿島公園を安全で快適に管理しながら、島の魅力を広く発信して来島者の増加につなげる。

観光・
国際交流課

広島地域の自治体などと連携するほか、今後の更なる送客に向けて九州地域（福岡、大分）や
中京・東海エリアを重点地域とし、学校や旅行会社などに誘致宣伝活動を行うとともに、令和5
年度は新たに、障がいのある児童・生徒の修学旅行サポートを充実することで、来松校の新規
獲得や既存校の定着につなげる。

観光・
国際交流課

本市とのゆかりや深いつながりがある都市や近隣市町との連携事業などを実施し、観光交流
人口の拡大につなげる。
令和5年度からは、新たに別府市との観光連携に取り組む。

二之丸庭園入園料
キャッシュレス決済手数料

R元年度～R6年度 900

松山城二之丸史跡庭園・
その他付帯施設等指定管理委託

R4～R9年度 663,100

観光・
国際交流課

中心市街地を活性化するため、新聞社や放送局などの県内主要メディアが一体となり行政と
連携しながら、城山公園を中心に「松山を楽しもうキャンペーン」を開催する。

観光・
国際交流課

観光情報公式WEBサイト「四国松山　瀬戸内松山」や公式SNSの運営・更新などを行う。

観光・
国際交流課

愛媛県などと連携したインバウンドの誘致促進などに取り組む。
令和5年度は、多くの外国人観光客が訪れる広島や関西圏域からの誘客を図るための助成事
業などを行い、外国人観光客の獲得につなげる。

観光・
国際交流課

国内外の観光客や国内・国際コンベンションの誘致などで、観光・物産を振興する。
令和5年度は、台北市内で松山・道後温泉幸福からくり時計の設置10周年記念式典等を実施
し、台北市と松山市の友好を深めるとともに、インバウンドの更なる誘客に取り組む。

観光・
国際交流課

二之丸史跡庭園等の施設を適切に管理するとともに、季節に応じたイベント等を開催し魅力を
充実させることで、集客を促し、来場者の満足度を高める。

(債務負担行為)

事項 期間 限度額

大学生を対象にデータサイエンティストを育成するとともに、市内企業のデータを学生と企業が
活用しながら企業の課題を解決する。

中小企業の勤労者が、豊かで充実した生活を送ることができるように福利厚生事業を行う。



☆地域の魅力・活力があふれるまち【産業・交流】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

瀬戸内・松山観光ビジネス戦略事業 （再掲） 48,828

クルーズ船誘致・受入推進事業 （再掲） 12,507

松山城管理事業 【松山城】（再掲） 180,472

【拡充】 道後温泉活性化事業 （再掲） 158,531 道後温泉事務所

（債務負担行為）

源泉井戸及び分湯場施設等の改修事業 【道後】 12,000 道後温泉事務所

中山間地域等直接支払推進事業 101,270 農水振興課

水田農業担い手支援事業（再掲） 1,532 農水振興課

経営所得安定対策等推進事業 4,300 農水振興課

環境保全型農業直接支援対策事業 3,053 農水振興課

【拡充】 有害鳥獣捕獲緊急対策事業（再掲） 102,404 農水振興課

道後温泉源泉井戸及び配湯施設等の改修実施計画に基づいて、老朽化した源泉井戸や分湯
場の改修工事などを行う。

松山城天守・ロープウエイ
東雲口駅舎等指定管理委託

R4～R9年度 1,020,900

道後温泉本館保存修理工事での観光産業や地域経済への影響を緩和するため、後期工事期
間中も工事と連動した活性化事業に継続して取り組み、道後温泉地区の賑わいを創出する。
令和5年度は、新たに、翌年度に迎える本館改築130周年や本館工事が完成する記念の年に
向けてプロモーションなどを行い、地元の機運醸成や誘客につなげる。

事項 期間 限度額

松山城天守観覧料等
キャッシュレス決済手数料

R元年度～R6年度 33,500

未来へつなぐ道後まちづくり事業 R2～R5年度 340,000

道後温泉本館保存修理工事
完成記念事業

R5～R6年度 25,000

観光・
国際交流課

広島地域と松山を結ぶ海上ルートを活用し、瀬戸内・松山エリアへの誘客促進に向けて、交通
事業者や広島地域の自治体などと連携し、旅行商品の造成などを行うとともに、首都圏や関西
圏などのほか、中国・四国・九州地域での観光プロモーションなどを行う。

観光・
国際交流課

松山港に寄港するクルーズ船を誘致するために、愛媛県と連携し、船会社への商談会などに
参加し、本市の魅力をPRするほか、寄港時には乗客に観光案内などで市内周遊を促し、地域
経済の活性化につなげる。

観光・
国際交流課

重要文化財である松山城を維持管理するほか、夜間のライトアップイベントや松山城を舞台に
した集客イベントを開催するなど、松山城の魅力を充実させることで、集客を促し、来場者の満
足度を高める。

(債務負担行為)

事項 期間 限度額

農業生産条件の不利な中山間地域などで農業生産を維持する活動を支援するため、協定に
基づき集落などが行う農用地の維持・管理に必要な経費を、面積に応じて交付する。

営農集団等の担い手に奨励金を交付し、水田の集積を進めるとともに、農機具の導入を支援
し、水田農業の経営発展と水田の効率的利用を促進する。

水田農業の振興のために、国の経営所得安定対策等推進事業の事務を担う地域農業再生協
議会に補助する。

地球温暖化防止や生物多様性保全などに効果が高い営農活動に取り組む農業者を支援し、
有機農業などの環境保全に効果が高い営農活動の普及を推進する。

有害鳥獣を捕獲した場合に報償金を支払うほか、被害を防ぐための電気柵や捕獲するための
箱わななどの整備費用を補助する。
令和5年度は、より効果的な有害鳥獣対策を講じるため、鳥獣の捕獲情報を有効活用できるシ
ステムを開発する。



☆地域の魅力・活力があふれるまち【産業・交流】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

新規就農者定着支援事業 143,934 農水振興課

農地集積・集約化対策事業 11,313 農水振興課

農業後継者対策事業（再掲） 1,015 農水振興課

農業用廃プラスチック適正処理推進協議会補助金 1,227 農水振興課

担い手等経営発展支援事業（再掲） 6,409 農水振興課

流通販売促進事業（再掲） 29,464 農水振興課

荒廃農地再生利用事業（再掲） 619 農水振興課

未来型果樹産地強化支援事業（再掲） 42,149 農水振興課

【新規】 農業型地域おこし推進事業（再掲） 7,186 農水振興課

研究指導事業 3,329 農水振興課

まつやま農業未来投資事業（再掲） 27,637 農水振興課

離島漁業再生支援交付金事業 22,525 農水振興課

新規漁業就業者育成強化事業 5,600 農水振興課

農業経営開始直後の青年新規就農者の経営の安定と就農意欲の向上、農業への定着を目指
し、国の制度を活用して支援する。

農地中間管理機構の業務の一部を受託し、農地の集積・集約化の制度を周知するほか、集
積・集約化に協力した地域や農地の貸し手に協力金を支給する。

新規就農者や農業後継者が直面する様々な課題を解決し、本市の農業の持続的な発展に必
要な次世代の農業経営者を育成する。

使用済み農業生産資材のリサイクルに取り組んでいる農業協同組合などに、その費用の一部
を補助することで、農村の環境を保全し、農家の負担を軽減する。

人・農地プランを法定化し、地域での話し合いにより目指すべき将来の農地利用の姿を明確化
する「地域計画」の策定を推進するなど、認定農業者などの経営や地域農業の発展に取り組
む。

「まつやま農林水産物ブランド」を生産者、販売者、消費者が誇れるトップブランドに成長させる
ため、デジタル社会に対応した新たなPR活動や販売スタイルをつくる。また、松山で採れた旬
の果物や野菜などを集めた「まつやま農林水産まつり」を開催し、産品の認知度を上げ、販売
を促進する。

優良農地の確保や荒廃している農地の有効活用、生産者の事業拡大のために、農地を再生
し、利用する経費の一部を補助する。

果樹農家の生産性向上や事業継続のため、「紅まどんな」、「せとか」などの高収益が期待でき
る品種の生産に必要な生産設備や、平成30年7月豪雨災害からの復旧園地での営農再開に
かかる経費に補助する。

農業に特化した内容で地域おこし協力隊を採用し、島しょ部の農業振興と地域活性化を目指
す。

野菜・花き・果樹の現地指導やタブレットやスマートフォンを活用した栽培指導を行うとともに、
消費者ニーズや生活様式の変化に対応した品目の栽培試験や導入の推進などで農家の所得
向上を目指す。

儲かる農業への転換を進めるため、花木産地の拡大を目指すほか、アボカドの産地化を新た
な技術で推進する。また、新規就農者の確保や育成のために、新規就農者の園地で職員が一
緒に生育管理をするなど、本市独自の方法でフォローアップする。

集落協定に基づき、漁業再生活動を行う離島の漁業集落などに交付金を支給する。

漁業就業者の減少や高齢化に対応するため、漁業協同組合が実施する新規漁業就業者の漁
業費用を支援する取組に補助する。



☆地域の魅力・活力があふれるまち【産業・交流】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

漁場整備事業 13,624 農水振興課

農村地域多面的機能維持推進事業 41,103 農林土木課

一般土地改良事業 462,098 農林土木課

（債務負担行為）

【拡充】 ため池防災対策事業（再掲） 208,000 農林土木課

【拡充】 ため池等整備事業（再掲） 106,020 農林土木課

農地整備換地事業 23,803 農林土木課

【拡充】 新たな森林経営管理制度推進事業（再掲） 188,175 農林土木課

森林・山村多面的機能発揮対策事業 150 農林土木課

市有林保育・管理事業（再掲） 3,135 農林土木課

国費補助林道整備事業 66,865 農林土木課

農林土木災害復旧事業 113,640 農林土木課

農業・農村が持つ多面的機能を維持保全するため、水路の泥上げ、農道の草刈りなど、農地・
農業用施設の維持管理活動や、農村環境保全のための地域の共同活動、農業用施設の補修
や更新など長寿命化の取組などに、面積に応じて一定額を交付する。

農業用施設（農道・ため池等）の新設・改良などを、土地改良区などからの申請で実施し、生産
基盤を整備拡充する。

事項 期間 限度額

一般土地改良事業
（平井町）

R4～R5年度 6,000

平成31年4月に施行された森林経営管理法に基づき、森林所有者に、所有する森林の経営や
管理に関する意向調査などを行うほか、森林の持つ多面的機能をより高度に発揮させるため、
手入れされていないスギやヒノキを間伐する。
令和5年度は、木材の安定供給や利用を促進するために、木材の出荷や利活用について補助
する。

災害発生時のため池の決壊等による災害の発生を未然に防止するため、老朽化したため池の
改修工事を実施する。
令和5年度は、市民の安全確保のため、決壊した場合に人的被害を与えるおそれのある防災
重点ため池の改修工事等を実施する。

県が優良園地を創るために、市内で行う農地中間管理機構での区画整理事業のうち、換地
作業や基準作成作業などを実施する。

地域住民、森林所有者、自伐林家などが協力して行う、里山林の保全や竹林整備、森林資源
の利活用などへの取組を支援する。

市有林を適正に保育するため、計画的に間伐や管理道の整備などを行う。

林道の開設・改良などを、森林組合などからの申請で実施し、生産基盤を整備拡充する。

令和2年7月豪雨災害などで被災した農業用施設や農地を復旧する。

水産資源の維持・増大や漁労時間の短縮・経費削減のために、各種漁場整備等を行う。



☆健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】

（単位：千円）

予算額 担当課

（総務理財関係）

【拡充】 文化振興事業 （再掲） 38,879 文化・ことば課

ふるさと館管理運営事業 41,019 文化・ことば課

（債務負担行為）

市民会館管理運営事業 232,870 文化・ことば課

（債務負担行為）

市民スポーツ活動活性化事業（再掲） 4,218

総合コミュニティセンター管理運営事業 729,000

（債務負担行為）

松山市文化・スポーツ振興財団事業振興補助金 103,643

文化スポーツ振興事業補助金 24,285

野外活動センター管理運営事業 303,224

（債務負担行為）

社会体育振興事業 （再掲） 26,499

中島Ｂ＆Ｇ海洋センター事業 12,651

スポーティング
シティ推進課

市民が生涯にわたりスポーツを楽しむことができるよう、各種スポーツ大会や市民体育祭を開
催するとともに、市長旗杯大会を開催する各種団体を支援する。

H30～R5年度 1,025,300

事　　業　　概　　要

文化芸術の振興による魅力あふれるまちづくりのため、松山市文化芸術振興計画の将来ビ
ジョン「市民全員が“まつやま文化人”」を目指す。
令和5年度は、市民が文化芸術に気軽に触れられる機会を創出するため、まちなかで、演奏や
合唱、ダンスなどの鑑賞ができる活動に補助する。

教育文化施設であるふるさと館の管理運営を指定管理者に委託し、利用促進とサービスの維
持・向上を目指す。

事項 期間 限度額

北条ふるさと館指定管理委託 R3～R8年度 176,200

教育文化施設である市民会館の管理運営を指定管理者に委託し、利用促進とサービスの維
持・向上を目指すとともに、北条市民会館を管理運営する。

事項 期間 限度額

松山市民会館指定管理委託

スポーティング
シティ推進課

教育文化の振興や市民の健康増進、市民福祉の高揚を目的に設置された総合コミュニティセ
ンターの管理運営を指定管理者に委託し、利用促進とサービスの維持・向上を目指す。

事項 期間 限度額

松山市総合コミュニティセンター
指定管理委託

H30～R5年度 3,307,100

スポーティング
シティ推進課

松山市文化・スポーツ振興財団の運営を支援し、財団運営の安定化に取り組む。

スポーティング
シティ推進課

松山市文化・スポーツ振興財団が行う事業を支援し、文化・スポーツ活動の活性化を進める。

スポーティング
シティ推進課

野外活動で心身の健康を増進し、市民に四季を通して憩える場を提供するため、管理運営を
指定管理者に委託し、利用促進とサービスの維持・向上を目指す。

事項 期間 限度額

松山市野外活動センター
指定管理委託

H30～R5年度 1,055,800

スポーティング
シティ推進課

スポーツの振興・普及のため、「愛媛マラソン」「トライアスロン中島大会」などの大規模な大会
や各種スポーツ大会への支援に加え、スポーツ功労者の表彰などに取り組む。

スポーティング
シティ推進課

中島B&G海洋センターで、海洋性レクリエーションや自然と触れ合う生涯学習・生涯スポーツ
に取り組み、青少年の育成や地域住民の健康づくりにつなげる。



☆健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

スポーツセンター管理事業 109,045

（債務負担行為）

体育施設管理運営事業 42,163

（債務負担行為）

中央公園管理運営事業 766,999

（債務負担行為）

中央公園改修整備事業 269,291

（債務負担行為）

（文教消防関係）

【拡充】 幼稚園事務管理費［医療的ケア児保育支援・登園管理システム等導入分を含む］（再掲） 25,328 保育・幼稚園課

教育委員会議費 6,099 生涯学習政策課

教職員の任免権等の移譲に伴う準備事業　 54 生涯学習政策課

【拡充】 学校・家庭・地域連携協力推進事業（放課後子ども教室運営事業）（再掲） 55,563 地域学習振興課

公民館笑顔あふれる絆づくり推進事業 31,328 地域学習振興課

市立幼稚園に校務員や幼児教育支援員を配置するほか、芝生化した園庭の維持管理などを
行い、幼児教育の振興を目指す。
令和5年度は、市立幼稚園1園で集団保育が可能な医療的ケア児を受け入れ、訪問看護ス
テーションの看護師によるケアを行うとともに、保育支援員を配置し、園児の園生活を支援する
体制を整える。
また、子どもの安全対策のため、登園管理業務などのシステムを導入する。

市への教職員人事権の移譲に向け、県との連携や中核市間での調査研究を進める。

放課後や週末等に小学校の余裕教室などを活用して、子どもの安全・安心な活動拠点（居場
所）を設け、地域住民の参画を得ながら勉強やスポーツ・文化活動を行う。
令和5年度からは、「まつやま型コミュニティ・スクール」のモデル地区で、地域学校協働本部の
整備などを進め、子どもたちの成長を支える地域学校協働活動を更に推進する。

温もりのある地域の絆をより深めるため、住民自らのアイデアと工夫で行う地域の素材や特性
を生かした活動を支援する。

スポーティング
シティ推進課

スポーティング
シティ推進課

北部地域のスポーツ活動拠点である北条スポーツセンターなどの管理運営を指定管理者に委
託し、利用促進とサービスの維持・向上を目指す。

事項 期間 限度額

北条スポーツセンター及び
北条体育館指定管理委託

H30～R5年度 526,000

体育施設を適切に維持管理し、充実したスポーツ施設として市民に提供するため、管理運営
を指定管理者に委託し、利用促進とサービスの維持・向上を目指す。

事項 期間 限度額

河野別府公園市民グランド等
指定管理委託

R3～R8年度 39,000

スポーティング
シティ推進課

中央公園の施設機能を維持するとともに、利用者に安全で快適な施設を提供し、スポーツの
普及・振興につなげるため、施設や設備などを改修整備する。

スポーティング
シティ推進課

事項 期間 限度額

松山中央公園野球場
外周デッキ改修事業

R5～R6年度 111,800

別府第一市民運動広場等
指定管理委託

H30～R5年度 149,000

スポーツ活動の拠点である中央公園の管理運営を指定管理者に委託し、利用促進とサービス
の維持・向上につなげる。

事項 期間 限度額

松山中央公園指定管理委託 H30～R5年度 3,043,400

教育委員会を適切に運営し、地方教育行政の諸問題に対応する。



☆健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

公民館元気活力支援事業 35,030 地域学習振興課

中島総合文化センター管理事業 46,833 地域学習振興課

成人式典事業 6,412 地域学習振興課

奨学資金貸付事業 192,308 学校教育課

【拡充】 まつやま小中学生文化等体験学習事業［愚陀佛庵・平和教育プログラム分を含む］（再掲） 19,504 学校教育課

まつやま中学校文化部活動指導支援事業 1,300 学校教育課

通学等環境整備事業 27,019 学校教育課

（債務負担行為）

教職員事務事業 39,163 学校教育課

学習アシスタント活用支援事業 18,112 学校教育課

未来の「ふるさと松山」創造事業（次代に向けた特色ある学校づくり）（再掲） 20,000 学校教育課

幼保小中連携推進事業 187 学校教育課

地域住民のニーズに合った講座や地域課題の解決につながる活動等を行うことで、地域に密
着した円滑な公民館運営と生涯学習の推進を目指す。

施設の維持管理や中島地域の生涯学習を振興するとともに、島の文化を内外に発信する。

青年に地域社会の一員としての自覚を促すため、地域の人の温もりの中で、地域の特性を生
かしながら、住民自らが主体となって成人式を運営する。

経済的事情で大学への修学が困難な人に、学業継続の機会を確保するため、修学に必要な
資金を無利子で貸し付ける。
・県内大学進学者  入学支度金 30万円   奨学金　月額 3万円
・県外大学進学者  入学支度金 50万円   奨学金　月額 5万円

子どもの豊かな感受性を育むとともに、将来への可能性を引き出すことを目指し、児童生徒に
優れた文化芸術に触れる機会を提供する。
令和5年度からは、子規記念博物館内の「愚陀佛庵」を訪問し、人とのつながりや出会いの大
切さを学んだり、「掩体壕」を見学し、平和の大切さを学んだりできる機会を提供する。

市内各中学校の文化部活動での教員の負担軽減と指導者不足を補うために、外部指導者を
活用して、生徒の能力と可能性を最大限引き出す。

市立小中学校に在籍する教職員の人事・給与（諸手当）などの事務を行う。また、教員の事務
を支援するスクール・サポート・スタッフを小中学校に配置したり、教職員からの相談を受けた
りすることで、教員の負担を軽減し、より児童生徒への指導や教材研究等に注力できる体制を
整備する。

児童生徒の基礎基本の定着と、確かな学力を身に付けさせるため、学習アシスタント（教員免
許所持者等）を活用する小中学校を支援する。

児童生徒が、ふるさと松山で持続可能な社会の創り手になるため、「ふるさと松山学」を活用し
たふるさと教育など特色ある学校づくりや、SDGsの目標につながる体験活動などに取り組む
市立の幼稚園と小中学校を支援し、探究的な学習や体験活動を通して学ぶ機会を確保する。
また、職員派遣事業に加え、「松山市SDGs推進協議会」に参加している企業などが実施する
SDGsに関連した事業や講師派遣などを活用する。

現行の6・3制の枠内で小中学校の連携教育のあり方について研究を進め、幼稚園・保育所か
ら小学校1年生、小学校6年生から中学校1年生へ進学する時期に見られる問題（いわゆる小1
プロブレム、中1ギャップ）の解消や子どもの発達段階を考慮した連続的な学びを推進すること
で、学力の向上やコミュニケーション能力の育成を目指す。

通学区域の弾力化などで、全市域から児童生徒を受け入れている小中学校に通う通学困難
な児童生徒に、スクールバスの運行や船舶の定期代を支援し、通学環境を整備する。

事項 期間 限度額

通学用バス運行業務委託 R2～R5年度 39,900



☆健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

小規模校等学校間交流等支援事業 1,027 学校教育課

台北市との小中学校友好交流事業 181 学校教育課

小・中学校外国語教育推進事業 203,465 学校教育課

障がい等のある子どもの「学校生活支援員」活用支援事業 149,857 学校教育課

学校図書館運営支援員事業 31,080 学校教育課

特別支援教育事業 25,778 学校教育課

いじめ対策総合推進事業（いのちを守る相談事業） 5,550 学校教育課

医療的ケア児に対する支援体制整備事業 11,380 学校教育課

教育振興補助金交付事業 10,523 学校教育課

【拡充】 小学校学習支援事業（再掲） 17,788 学校教育課

【拡充】 中学校学習支援事業（再掲） 3,806 学校教育課

小学校就学援助（学用品等）支給事業（再掲） 115,351 学校教育課

【拡充】 中学校就学援助（学用品等）支給事業（再掲） 164,562 学校教育課

寄宿舎運営管理事業 17,161 学校教育課

発達障がいのある児童生徒を含む、特別な教育的支援が必要な児童生徒に、特別支援教育
指導員を活用し、教育相談を実施するなどの支援を充実する。特別支援学級の連合行事など
を開催して、子どもたちの活躍の機会をつくるとともに、社会への啓発を行う。

社会問題となっている「いじめ問題」に更に対応するため、いのちを守る相談活動や子どもから
広がるいじめゼロ活動など、子どもが安心して学校生活を送れるよう支援し、いじめの防止と
根絶を目指す。

小学校に看護師を配置し、医療的ケアが必要な児童生徒を地域の小中学校で支援する体制
を整え、効果的な運用を調査研究する。

私立中学校・高等学校などの生徒が安定した学校生活を送れるよう、教育振興のための助成
を行う。

就学記念品や副読本を児童に配布し、学習活動を支援する。
愛媛県が開発した「えひめICT学習支援システム」を活用し、児童生徒の個別最適な学びの推
進と教職員の業務負担を軽減する。
令和5年度は、小中学校で使用する新聞ICT教育専用ウェブサイトの正式版導入校を全ての市
立校に増やし、新聞を活用した児童・生徒の学びを充実させる。

経済的な理由で公立小中学校への就学が難しい家庭に、学用品費などを援助する。
令和5年度は、中学校の入学準備金の支給額を増額する。

小規模校の児童生徒が、他校との交流を深めることにより新たな人間関係や経験を広げるな
ど、子ども達の生きる力を育む教育の充実に繋げるため、必要な移動経費を支援し学校間交
流等を行いやすい環境を整備する。

友好交流協定を締結した台北市との友好関係の更なる発展や、国際理解教育を推進するた
め、子どもたちとのメッセージ交換等の交流や、友好交流推進員（台北市の留学生を任命）を
活用した台湾に関する学習を行う。

児童生徒に生きた英語を提供するため、小中学校に外国語指導助手（ALT）を派遣し、外国語
科や外国語活動の学習を支援する。

障がい等のある子どもや日本語の理解が困難な帰国子女や外国人児童生徒などが、安心し
て学校生活を送れるよう、学校生活支援員を活用する各学校を支援する。

確かな学力の基盤となる児童生徒の読書活動を推進するため、学校図書館運営支援員を置
き、魅力的で機能的な図書館づくりを支援する。

中島中学校の寄宿舎「青潮寮」を運営管理し、市内全域から中島中学校へ通う生徒を受け入
れる。



☆健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

教職員研修事業 1,553 教育研修

センター事務所

学校支援事業 1,160 教育研修

センター事務所

松山の教育研究開発事業 （再掲） 7,616 教育研修

センター事務所

教育の情報化推進事業 （再掲） 289,164 教育研修

センター事務所

（債務負担行為）

小学校教育用コンピュータ整備事業 （再掲） 767,674 教育研修

センター事務所

中学校教育用コンピュータ整備事業 （再掲） 378,381 教育研修

センター事務所

小学校施設維持管理事業（再掲） 1,034,180 学習施設課

中学校施設維持管理事業（再掲） 555,699 学習施設課

（債務負担行為）

小学校施設マネジメント事業 1,912,883 学習施設課

中学校施設マネジメント事業 1,122,042 学習施設課

公民館施設マネジメント事業（再掲） 288,585 学習施設課

（債務負担行為）

（継続費）

分館建設事業 45,828 学習施設課

事項 期間 限度額

南第二中学校
長寿命化改良事業

R4～R5年度 930,000

事項 期間

素鵞公民館
長寿命化改良事業

R4～R5年度
R4年度 43,000

R5年度 85,000

年度 年割額

期間 限度額

小学校エアコン整備ＰＦＩ事業 H28～R11年度

伊台小学校外3校
長寿命化改良事業

R4～R5年度 2,110,000

社会の変化や学校のニーズに応じて教職生活全体を見通した研修体系をつくるとともに、大
学と連携して、多様な研修の内容や方法の改善を検討し、質の高い研修を行う。

各小中学校へ講師を派遣することで、各学校の実践的指導力を向上させ、あわせて児童生徒
の科学、芸術文化への興味関心を高める。

小中学校と協働した授業づくり等の研究や教材の開発、センター研究発表会などを通して、教
職員の授業力を向上させ、児童生徒の確かな学力と豊かな心を育成する。「ふるさと松山学」
教材を活用し、特色ある松山の教育を推進する。

学校の事務処理の効率化と、児童生徒の情報活用能力などの育成のため、ＩＣＴ環境を整備・
管理し、情報教育の実践と調査研究を行う。また、ICT支援員を配置し、児童生徒の情報活用
能力や教員のICTスキルを向上させるとともに、教員の業務負担を軽減する。

ICT支援員配置業務委託 R2～R5年度 174,600

GIGAスクール構想を進めるため、児童生徒1人1台端末や校務用コンピュータなどを適切に管
理する。また、有効に活用するための教材用ソフトウェアや消耗品を整備する。

小中学校施設の安全性を確保し、良好な教育環境を維持するため、施設・設備の保守・修繕
などを適切に行う。

事項

4,400,000

中学校エアコン整備ＰＦＩ事業 H28～R11年度 2,200,000

長寿命化計画に基づき、小中学校・公民館施設の老朽化状況や将来の需要に応じて、適切な
時期に適切な規模で改修などを行い、長寿命化を進めることで、財政的に持続可能な範囲
で、安心・安全な施設整備を行う。

事項 期間 限度額

R5～R6年度 1,586,000

老朽化が進んでいる畑中分館を新築する。

雄郡小学校外2校
長寿命化改良事業



☆健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

文化財保護管理事業 6,404 文化財課

（債務負担行為）

文化財めぐり事業 （再掲） 1,797 文化財課

釣島灯台旧官舎管理運営事業 1,320 文化財課

県指定史跡庚申庵活用事業 9,581 文化財課

（債務負担行為）

埋蔵文化財センター管理・教育普及事業 （再掲） 197,689 文化財課

（債務負担行為）

市内遺跡発掘調査事業 28,204 文化財課

久米官衙遺跡群遺構保全事業 2,370 文化財課

葉佐池古墳公園公開活用事業　 4,854 文化財課

校納金徴収管理一元化事業 14,918 保健体育課

学校体育振興事業 40,191 保健体育課

R3～R5年度

松山市庚申庵史跡庭園
指定管理委託

埋蔵文化財の保存・保護のため、個人住宅などの開発に必要な発掘調査費用の負担を軽減
するとともに、市民の文化財保護の意識を高める。

松山市立埋蔵文化財センターを適正で効率的に管理運営するとともに、埋蔵文化財や本市の
歴史・文化を普及啓発する。

45,900

教職員の負担軽減や事務効率の向上、保護者の利便性を高め、教職員の本来業務である子
どもと向き合う時間を充実させるため、松山市が校納金の徴収・管理を行う。

H30～R5年度

事項 期間

国史跡に指定された久米官衙遺跡群を適切に保存管理しながら、整備手法や活用方法を検
討する。

葉佐池古墳公園を適切に維持管理するとともに、文化財を公開活用する。

松山市文化財保存活用
地域計画策定支援業務委託

7,600

限度額

松山市立埋蔵文化財センター
指定管理委託

期間

980,300

限度額

H30～R5年度

国・県・市指定文化財など、郷土にある様々な文化遺産を見学する機会を作り、文化財保護の
意識を高める。

維持管理ボランティアによる体験学習会の実施や、灯台や旧官舎を見学するクルージング事
業を支援するなど、貴重な近代化遺産である釣島灯台旧官舎を公開活用する。

事項

松山の俳人、栗田樗堂が造った草庵、県指定史跡庚申庵の庭園や庵を管理し、史跡を公開活
用する。

児童生徒に練習の成果を発揮する場として、総合体育大会や新人大会などを開催するととも
に、全国大会や四国大会に参加する学校の負担を軽減するため、交通費相当額を補助する。
令和5年度は、四国ブロックで開催される全国中学校体育大会の競技（陸上競技、新体操、バ
レーボール、剣道）を開催する。

文化財の保存・活用を進めるとともに、文化財の管理業務などを行い、文化財の計画的な保
存活用の促進を目的とした、文化財保存活用地域計画を作る。

事項 期間 限度額



☆健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

中学校運動部活動指導支援事業 23,650 保健体育課

物資共同購入事業 2,154,822 保健体育課

よりよい学校給食推進事業 1,096,669 保健体育課

（債務負担行為）

図書館運営事業 228,602

（債務負担行為）

図書館資料購入事業 32,000

ブックスタート事業 2,100

問題行動等対策事業 10,112

中央図書館
事務所

窓口等運営業務を民間に委託し効率的に管理運営するとともに、図書館情報システムを活用
し、利用者の利便性を高める。

事項 期間 限度額

松山市立図書館窓口等
運営業務委託

R2～R7年度 656,000

教育支援
センター事務所

児童生徒の問題行動などについて、学校からの要請にもとづき、生徒指導の経験が豊かな指
導員を派遣し、教師や関係機関と連携しながら支援するとともに、松山市自立支援教室を運営
するなど、問題行動傾向にある児童生徒の学校復帰・社会復帰を目指す。

中央図書館
事務所

市民の生涯学習を支援する情報拠点としての機能を果たすため、新しい資料の購入や汚破損
資料の更新などを行い、社会情勢の変化に対応した資料の充実を目指す。

中央図書館
事務所

本市の全ての新生児とその保護者に絵本を手渡すことで、ふれあいや乳幼児期の読み聞か
せの大切さを伝える。

事項 期間 限度額

北条学校給食
共同調理場給食業務委託

H30～R5年度 463,700

三津浜学校給食
共同調理場給食業務委託

R元～R6年度 421,600

湯山学校給食共同調理場及び
日浦学校給食共同調理場

給食業務委託
R元～R6年度 507,500

松山南学校給食
共同調理場給食業務委託

R2～R7年度 870,500

松山市が学校給食費を保護者等から直接徴収し、給食用物資を購入する。
物資の調達は一般財団法人松山市学校給食会へ委託する。

桑原学校給食
共同調理場給食業務委託

R4～R9年度 786,800

R元～R6年度 399,500

「よりよい学校給食推進実施計画」に基づき、地産地消や食育の推進などの重点施策を進め
るとともに、給食業務を民間委託する。

R2～R7年度 417,500

新玉学校給食
共同調理場給食業務委託

R3～R8年度 468,500

味生学校給食
共同調理場給食業務委託

久米学校給食
共同調理場給食業務委託

（仮称）新垣生学校給食
共同調理場給食業務委託

R3～R8年度 941,000

R元～R6年度 527,000

市内各中学校の運動部活動の競技力を高め、教員の負担を軽減するため、外部指導者を活
用する。また、教員の働き方改革の一つとして、学校長の監督の下、単独で部活動の実技指
導や、大会などへの引率ができる部活動指導員を希望する学校に配置する。さらに、休日の
部活動を段階的に地域へ移行する国の方針に基づき、モデル校で、地域のスポーツ団体など
が休日の部活動を指導する実践研究を行う。

浮穴学校給食
共同調理場給食業務委託



☆健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

不登校対策総合推進事業 55,397

ＰＴＡ活動推進事業 9,171

松山市青少年育成市民会議運営支援事業 3,000

子ども安全安心対策推進事業 11,197

青少年センター管理運営事業 98,938

（債務負担行為）

（市民福祉関係）

【拡充】 平和事業［「掩体壕」活用・平和の語り部派遣分を含む］ （再掲） 3,663 市民生活課

松山市人権教育推進協議会事業 14,877 人権啓発課

企業に対する人権教育推進事業 455 人権啓発課

（産業経済関係）

（公財）松山国際交流協会運営補助事業 77,710

国際交流推進事業 7,437

松山城復興建造物等調査・改修事業【松山城】 25,543

観光・
国際交流課

国際体験による人材育成や在住外国人の支援など、市民の国際交流の機会をつくり、地域の
国際化、多文化共生の推進に取り組む松山国際交流協会に運営費を補助する。

観光・
国際交流課

姉妹・友好都市を中心に国際交流を推進するとともに、国際性豊かな人材育成や国際交流の
機会をつくることで、本市の国際化につなげる。

観光・
国際交流課

老朽化した松山城の復興建造物などについて、屋根瓦や外壁の改修工事などを行う。

事項 期間

教育支援
センター事務所

PTA学級や親子ふれあい事業、親学の推進など、学びや体験活動で得たことを、各単位PTA
や家庭で実践することで、家庭教育力の向上と青少年の健全育成を目指す。

教育支援
センター事務所

家庭や学校、市民団体、企業などが連携・協力し、社会全体で子どもを育むことを目的とした
松山市青少年育成市民会議の活動を支援する。

教育支援
センター事務所

子どもたちの安全を確保するため、地域ぐるみで子どもの安全安心を見守る体制を整備する。
令和5年度からは、これまで発掘・養成してきたスクールガード・リーダーの運用を開始し、市内
10ブロックに1名ずつを配置することで、学校や地域、警察等と連携しながら見守り体制を一層
強化する。

教育支援
センター事務所

施設管理と青少年育成活動の一部を指定管理者に委託し、青少年センターの利用促進や各
青少年育成団体と連携した活動を行う。

教育支援
センター事務所

不登校児童生徒の状況に応じてきめ細かく支援するために、「子ども総合相談センター事務
所」と連携し、来所・電話相談や学校への復帰を支援するための事業などを実施する。

松山市青少年センター
指定管理委託

H30～R5年度 346,500

市民の平和意識を高めるため、平和資料展や平和の語り部派遣、松山市指定有形文化財「掩
体壕」の利活用などを実施する。
令和5年度からは、市内の小学生に「掩体壕」を見学する機会を提供し、戦争の悲惨さや平和
の尊さを、次世代を担う子どもに伝えていく。

中小企業の従業員などを対象に人権啓発講座を実施し、人権尊重意識を高める。

関係機関・団体・企業などと連携し、人権教育や啓発活動を推進する。

限度額



☆健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

道後温泉本館保存修理寄附推進事業（再掲） 4,977 道後温泉事務所

【拡充】 道後温泉本館保存修理事業 【道後】（再掲） 579,208 道後温泉事務所

（債務負担行為）

道後温泉本館保存修理工事 H30～R6年度 2,394,200

道後温泉本館保存活用事業 R5～R6年度 22,500

道後温泉本館保存修理工事の費用に、市内外から広く寄附を募り、本市が誇る重要文化財を
未来に遺す機運を高める。

重要文化財 道後温泉本館の文化財的価値を維持し、次代に引き継ぐため、地域経済への影
響を考慮した工事方法で保存修理工事を円滑に実施する。
令和5年度は、道後温泉保存修理工事後の営業のために、保存活用計画の策定などを行う。

事項 期間 限度額



☆緑の映える快適なまち【環境・都市】

（単位：千円）

予算額 担当課

（総務理財関係）

情報通信基盤運用整備事業（再掲） 71,746 システム管理課

雨水利用促進事業（再掲） 4,360 水資源対策課

【拡充】 節水推進事業（再掲） 23,134 水資源対策課

地下水保全策検討事業　 84 水資源対策課

（文教消防関係）

学校給食食品廃棄物リサイクル事業 19,289 保健体育課

（市民福祉関係）

共同給水施設補助事業 101,354 生活衛生課

（都市整備関係）

都市再生協議会運営事業 （再掲） 44,209 都市・

交通計画課

松山広域都市計画変更調査事業 30,632 都市・

交通計画課

城山公園整備事業（再掲） 115,257 公園緑地課

重信川流域の3市2町で、地下水保全の検討・協議を行う。

公・民・学が連携する、都市再生協議会の活動拠点である「松山アーバンデザインセンター」が
行うまちづくりの調査研究や計画立案、人材育成の活動などの運営経費を負担する。

学校給食から出される食品廃棄物を食品リサイクル堆肥工場へ搬入、堆肥化し、循環型社会
を目指す。

本市の都市計画マスタープランや都市計画道路の見直しを行い、持続可能なまちづくりを実現
するため、令和3年度から実施している松山都市圏パーソントリップ調査の結果分析を行う。

市内の情報通信の格差を解消し、市域の均衡ある発展のために、島しょ部に整備した情報通
信基盤を安定稼働させるほか、市内の主要な観光施設や防災拠点などで観光客や市民に公
衆無線LAN（Wi-Fi）環境を提供する。また、ローカル5Gなどの先進的な技術を活用したまちづ
くりの実証を行う。

雨水の利用を促すため、市民や事業者が雨水貯留施設を設置する場合に、助成金を交付す
る。また、水循環の大切さへの理解と関心を深めるための啓発活動を行う。

節水意識を高めるため、節水型トイレへの改修や節水シャワーヘッドの購入を行う場合に、助
成金を交付するとともに、水の大切さを楽しみながら学べる体験・参加型のイベントなどを実施
する。
令和5年度は、節水啓発のためのリーフレットを全世帯に配布する。
また、市有施設で節水機器を使用した実証実験を行い、節水効果などの検証と普及に向けた
検討を進める。

事　　業　　概　　要

川の郷地区、河中地区、藤野地区の共同給水施設の整備に補助する。

松山市の2大交通拠点である「松山市駅」と「ＪＲ松山駅」中間にある城山公園（堀之内地区）
を、史跡を保存・活用しながら、市民や観光客が自由に集い憩える緑ゆたかな本市のセントラ
ルパークとして、整備区域内の無電柱化に伴う工事等を実施する。



☆緑の映える快適なまち【環境・都市】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

公園整備安全安心対策事業 50,800 公園緑地課

空港周辺公園整備事業 5,000 公園緑地課

都市緑化推進事業（再掲） 16,089 公園緑地課

生活道路整備事業 321,115 道路河川整備課

（債務負担行為）

道路等管理事業 316,006 道路河川管理課

橋梁等管理事業 355,300 道路河川管理課

松山マイロードふれあい制度 1,615 道路河川管理課

地籍調査事業 56,505 都市生活サービス課

景観形成推進事業 3,571 都市デザイン課

みんなで育む美しい街並みと賑わい創出事業 （再掲） 10,147 都市デザイン課

市街地再開発支援事業 （再掲） 3,657 都市デザイン課

住宅セーフティネット推進事業 190,595 住宅課

空家対策推進事業 38,903 住宅課

美しい街並みや賑わいの創出に取り組むため民間による施設整備などへ支援する。

　中心市街地を活性化しコンパクトシティを推進するため、民間主導の市街地再開発事業
を支援し、土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を行う。

良好な景観のまちづくりを推進するため、景観計画の運用や大規模行為への景観誘導の指
導・届出審査などを行うとともに、景観教育や景観賞などの実施で景観啓発に取り組む。

限度額事項 期間

老朽化した舗装や道路施設などを補修する。

住民に身近な生活道路を整備する。

都市部及び山間部で地籍調査（調査資料作成等）を行う。
調査対象面積 ：太山寺地区1.63ｋ㎡、菅沢地区4.28ｋ㎡

空家等対策計画に基づき、適切に管理されていない空き家の所有者に指導するほか、危険な
空き家の解体費用を補助することなどで、市民の生活環境を保全する。

R4～R5年度 2,500
生活道路整備事業
（市道桑原113号線）

ボランティア団体の道路・緑地帯での清掃美化活動を支援するなど、市民と協働で美しく快適
な道路環境をつくる。

都市公園で老朽化した遊戯施設などを整備する。

（財）空港振興・環境整備支援機構の助成金を活用して、空港南公園の施設改修を行う。

地域の花壇やプランターでの花いっぱい運動を通じて花づくりボランティアを育成する。また、
生け垣・庭木などの緑化奨励事業、松山植木まつりの開催などにより、市民と協働で花と緑の
あふれるまちをつくる。

住宅リフォーム補助事業で子育て世帯、三世代同居・近居、多子世帯、高齢者、移住者や居
住誘導区域への移住者を支援するなど、市民の居住を安定確保する。

松山市道路橋梁長寿命化修繕計画に基づき、修繕・補修対策が必要な橋梁の補修工事を行
い、通行の安全を確保する。



☆緑の映える快適なまち【環境・都市】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

市営住宅建替事業 609,090 住宅課

【拡充】 松山駅周辺整備事業 （再掲） 1,226,355

（債務負担行為）

狭あい道路拡幅整備事業 40,241 建築指導課

開発行為等許可事務事業 923 建築指導課

（環境企業関係）

環境総合計画推進事業 4,306

環境教育啓発推進事業（再掲） 29,540

まつやまRe・再来館管理事業　 3,852

地球温暖化対策事業（再掲） 1,537

環境美化推進事業 2,401

【新規】 ゼロカーボンシティ松山推進事業（再掲） 166,370

松山駅
周辺整備課

環境モデル
都市推進課

事項 期間 限度額

松山駅周辺土地区画整理事業に
伴う支障物件移転補償事業

R5～R8年度 900,000

第2次松山市環境総合計画にある事業の進捗を管理し、実行性を高める。特に、適正で迅速
な災害廃棄物処理が行えるよう、職員を対象に訓練する。

松山市公営住宅等長寿命化計画に基づき、和泉地区の市営住宅の集約建替えや愛媛県と連
携して北条地区の市営住宅と県営住宅の集約建替えを行う。

移転補償や宅地造成、道路・電線共同溝の工事などを実施する。
令和5年度は、バスタプロジェクトの整備方針と事業計画の策定に向け検討を進める。

都市計画法に基づく開発行為の許可事務などを行うとともに、法令違反を是正指導するなど、
良好な宅地を確保し、適正に土地を利用する。

道路後退用地を拡幅整備し、安全で良好な生活環境の充実につなげる。

環境モデル
都市推進課

市民の環境意識の向上を目指し、小中学校や各種団体にエコリーダーを派遣するとともに、
「体験型環境バスツアー」「サマーエコキッズスクール」など、体験型の環境学習を行う。また、
まつやまRe・再来館を拠点にごみ減量リサイクルや温暖化対策のほか、自然環境学習の各種
体講座を開催するなど、環境全般にわたる啓発を行う。さらに、市民や事業者に、食品ロスの
削減を目的とする「3010運動」や「冷蔵庫チェック」への協力を呼びかける。

環境モデル
都市推進課

本市の環境啓発拠点である「まつやまRe・再来館」を、安全で清潔な環境とするため、設備な
どを正常で良好な状態に保つよう適切に維持管理する。

環境モデル
都市推進課

市民や事業者に積極的な温室効果ガス削減の取組を促す。令和5年度は、改定後の「地方公
共団体実行計画」を適切にマネジメントすることで脱炭素社会の実現を目指す。

環境モデル
都市推進課

ごみのない美しいまちづくりを目指し、事業所・市民グループのプチ美化運動や市内全域ポイ
捨て禁止の啓発を行う。また、市内中心部のカラスによる糞害・ごみの散乱防止対策に引き続
き取り組む。

環境モデル
都市推進課

ゼロカーボンシティの実現に向け、再生可能エネルギーを「創る・貯める・賢く使う」仕組みを普
及させるため、太陽光発電や蓄電池システム、V2H（Vehicle to Home）などの設置者と電気自
動車や燃料電池自動車の購入者に補助する。
また、公用車の電動化及びカーシェアリング導入の実証を行うほか、市民向けの啓発コンテン
ツの作成や、行動変容を促すナッジを活用した実証事業などを実施することで温室効果ガス
の削減を目指す。



☆緑の映える快適なまち【環境・都市】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

SDGsスマートアイランドモデル事業（再掲） 6,823

市内企業脱炭素促進事業（再掲） 4,150

自然環境保全事業 302 環境指導課

浄化槽対策事業 157,453 環境指導課

大気悪臭環境保全事業 35,686 環境指導課

浄化槽設置整備事業 62,528 環境指導課

松山衛生事務組合負担金 508,725 環境指導課

家庭系ごみ減量・リサイクル事業（再掲） 9,457 清掃課

不法投棄ごみ防止対策事業 947 清掃課

可燃・埋立ごみ収集委託事業       721,317 清掃課

（債務負担行為）

容器包装リサイクル事業 31,696 清掃課

地域の廃棄物減量等推進員や協力員と連携して、ごみ出しルールが守られていないことなど
への対策を講じる。また、地域や小学校などでごみ出しルール等の説明会を開催するととも
に、電気式生ごみ処理機の購入費を補助して、ごみの減量化やリサイクルを進める。

ごみの不法投棄防止のため、地域住民と連携して、啓発活動を行う。

家庭から排出される可燃ごみと埋立ごみを民間業者に委託し、集積場所から焼却施設や埋立
施設まで適切に収集運搬する。

環境モデル
都市推進課

人口減少や高齢化、エネルギーの脆弱性などの課題を抱える中島で、将来にわたって持続可
能なスマートアイランドを実現するため、再生可能エネルギーの導入を進め、温室効果ガスの
削減などに取り組む。また、中島地域に設置したソーラーカーポート及び蓄電池をグリーンス
ローモビリティや電動自転車の充電などに活用し、再エネの地産地消を行うとともに、島内の
周遊性の向上につなげる。

環境モデル
都市推進課

本市の温室効果ガス排出量の約8割を占める産業・業務・運輸部門の脱炭素の取組を加速す
るため、市内事業者向けESG融資を取り扱う地元金融機関と連携し、先進的な取り組み事例
の周知・啓発を行うほか、SLL（サスティナビリティ・リンク・ローン）への外部審査手数料の一部
補助を行い、脱炭素に積極的に取り組む市内事業者を支援する。

希少動植物の保護や特定外来生物による生態系などへの被害の防止によって、自然環境を
保全する。

10人槽以下の合併処理浄化槽の維持管理費に補助金を交付し、合併処理浄化槽の普及と適
正な維持管理を積極的に進め、公共用水域の水質を保全する。

微小粒子状物質(PM2.5）など大気中の汚染物質の常時監視や、ばい煙発生施設への立入調
査に取り組むことで、大気環境を保全する。

下水道事業計画区域外で、単独処理浄化槽か汲み取り便所を合併処理浄化槽へ設置替えし
た場合、配管工事費を含む費用の一部を補助して、公共用水域の水質を保全する。また、水
質汚濁の著しい河川流域の地区を「水質改善優先整備地区」とし、重点的に設置を推し進め
る。

し尿や浄化槽汚泥を処理する松山衛生事務組合に、構成市町の負担割合に応じた負担金を
支払う。

事項 期間 限度額

可燃ごみ収集運搬委託 H30～R5年度 3,670,800

埋立ごみ収集運搬委託 R3～R8年度 117,000

家庭から排出される容器包装廃棄物のうち、ペットボトルやプラスチック製容器包装、ガラスび
んの再商品化を進める。



☆緑の映える快適なまち【環境・都市】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

資源化促進事業   652,286 清掃課

（債務負担行為）

資源化物持ち去り行為防止対策事業 651 清掃課

ふれあい収集事業（再掲） 5,440 清掃課

南クリーンセンター運営管理事業     1,297,798 清掃施設課

西クリーンセンター運営管理事業 900,921 清掃施設課

（債務負担行為）

横谷埋立センター運営管理事業 604,979 清掃施設課

中島リサイクルセンター運営管理事業 20,904 清掃施設課

事業系廃棄物適正処理事業（再掲） 4,831 廃棄物対策課

廃棄物適正処理事業（再掲） 59,522 廃棄物対策課

産業廃棄物最終処分場適正管理事業 58,155 廃棄物対策課

（債務負担行為）

事項 期間 限度額

資源化物収集運搬
及び選別保管委託

R3～R8年度 3,798,000

家庭から排出される資源ごみを民間業者に委託し、集積場所から選別保管施設まで適切に収
集運搬する。また、選別した資源ごみの再資源化を進める。

資源化物の持ち去りによる市民の不安や苦情を解消し、適正にごみを処理するため、行為者
への指導と啓発を行う。

ごみ出しが難しい高齢者などを対象に、自宅前まで市職員が訪問してごみを収集することで、
ごみ出しの負担を減らすとともに必要に応じて声掛けし、孤立化を防ぐ「ふれあい収集」に取り
組む。

施設を安全で効率的に運転管理して、ごみを適正に処理し、市民の生活環境を保全する。ま
た、廃熱を利用した発電や処理の過程で回収した金属類の再資源化など、循環型社会を目指
す。

西クリーンセンターの運転管理と維持管理を公設民営のDBO方式で行う。

事項 期間 限度額

西クリーンセンター
整備・運営事業

H21～R14年度 38,691,700

資源化できない不燃物などを埋立処分し、埋立地から排出される浸出水は適正な処理後に放
流し、地域環境を保全する。また、水処理工程で発生する塩類を原料にしてエコ次亜（消毒剤）
を製造し、下水処理場で処理水の消毒に使用して、塩類をリサイクルする。

中島地区から分別収集した廃棄物を選別、圧縮、梱包して搬出し、資源を有効に利用する。

事業系廃棄物の適正処理のため、排出事業者に分別指導及び廃棄物の減量・リサイクルを啓
発する。

廃棄物処理業者の指導・監督を行うとともに、パトロールの実施や監視カメラの設置などの不
法投棄防止対策を強化し、廃棄物の適正処理に取り組む。また、PCB（ポリ塩化ビフェニル）廃
棄物を保管する事業所に周知・啓発を行い、法で定められた期限内で適正に処理する。

産業廃棄物の不適正処理があった民間最終処分場を、行政代執行で適切に維持管理するこ
とで市民の安全・安心を守り、生活環境を保全する。

事項 期間 限度額

菅沢町最終処分場水処理施設
運転管理等業務委託

R3～R6年度 83,700



☆緑の映える快適なまち【環境・都市】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

中央・西部・北部・北条処理区管渠整備事業 【下水】 1,893,600 公営企業局

（債務負担行為）

管渠改良事業（ストックマネジメント） 【下水】 228,048 公営企業局

雨水排水ポンプ場建設改良事業（ストックマネジメント） 【下水】 293,810 公営企業局

（債務負担行為）

汚水中継ポンプ場建設事業（ストックマネジメント） 【下水】 186,006 公営企業局

（債務負担行為）

中央・西部・北部・北条浄化センター建設事業（ストックマネジメント） 【下水】 1,018,841 公営企業局

（債務負担行為）

西部浄化センター建設事業（固形燃料化）【下水】 1,445,001 公営企業局

（債務負担行為）

中央浄化センター消化ガス発電事業【下水】 103,448 公営企業局

R4～R5年度 9,000

計画的で効率的な下水道施設マネジメント(管渠)を実施し、ライフサイクルコストの縮小と良質
な下水道サービスを提供する。

計画的で効率的な下水道施設マネジメント(雨水排水ポンプ場)を実施し、ライフサイクルコスト
の縮小と良質な下水道サービスを提供する。

事項 期間 限度額

快適な生活環境の確保や公共用水域の水質保全などの観点から、計画的に下水道区域の
整備を拡大し、下水道普及率の向上につなげる。

事項 期間 限度額

中央処理区管渠整備事業
（石手白石ほか）

R4～R5年度 8,400

70,400

計画的で効率的な下水道施設マネジメント(汚水中継ポンプ場)を実施し、ライフサイクルコスト
の縮小と良質な下水道サービスを提供する。

事項

西部処理区管渠整備事業
（東山町）

期間 限度額

汚水中継ポンプ場設備更新工事 R4～R5年度 110,000

西部浄化センター
高圧受変電設備更新工事

R5～R6年度 234,300

西部浄化センターの焼却施設の老朽化に伴い、下水汚泥リサイクル率の向上とCO2排出量の
削減を目的に、下水汚泥固形燃料化事業に取り組む。

事項 期間 限度額

北部浄化センター
監視制御設備更新工事

R4～R5年度 205,950

北条浄化センター
最初沈殿池設備ほか更新工事

R4～R5年度 143,000

中央浄化センター
3系終沈機械・電気設備改築工事

R5～R7年度 510,400

垣生汚水中継ポンプ場
機械・電気設備更新工事

R5～R6年度 116,600

計画的で効率的な下水道施設マネジメント(処理場)を実施し、ライフサイクルコストの縮小と良
質な下水道サービスを提供する。

事項

下水汚泥処理の過程で発生する「消化ガス」を利用して発電し、電力会社へ売電することで、
収益を増やし、資源を有効利用する。

西部浄化センター
下水汚泥固形燃料化事業

R3～R26年度 13,700,000

期間 限度額

中央浄化センター
3系水処理設備改築工事

R4～R6年度 816,200

中須賀第１雨水排水ポンプ場
雨水ポンプ改築工事

R5～R6年度



☆緑の映える快適なまち【環境・都市】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

雨水貯留浸透施設改造助成事業 【下水】（再掲） 4,000 公営企業局

（産業経済関係）

新たな水源かん養林事業（再掲） 53,417 農林土木課

石手川ダム集水域で、放置竹林を伐採し、その跡地に広葉樹などを植栽することで、水源かん
養機能などの公益的機能をより高度に発揮させ、健全な森林を造成する。

公共下水道の接続で不要となった浄化槽を雨水貯留浸透施設に改造する人へ助成する。



☆市民とつくる自立したまち【自治・行政】

（単位：千円）

予算額 担当課

（総務理財関係）

行政改革進行管理事務 286 人事課

採用試験事務（再掲） 12,278 人事課

職員研修事業 8,076 人事課

電子入札制度の実施事業 20,783 契約課

ふるさと納税推進事業 668,079 納税課

（債務負担行為）

債権管理適正化事業 10,703 納税課

納税推進プログラム 25,880 納税課

（債務負担行為）

【拡充】 車両等管理事務（再掲） 64,063 管財課

公共施設マネジメント推進事業 2,489 管財課

新庁舎整備事業 15,186 管財課

（債務負担行為）

事　　業　　概　　要

職場を離れて研修に専念することで、職務遂行に必要な基本知識や技術の習得に加えて、職
責、職階に応じた総合的な能力開発を行う。

「松山市人材育成・行政経営改革方針」に基づき、ひと、仕事、組織の改革を一体的に推進す
る。

公平性、透明性、競争性を高めるため、入札事務の電子化を充実させる。また、愛媛県や他
市町と電子入札システムを共同利用し、官・民双方の事務を効率化する。

適切に採用試験を実施し、優秀な人材を確保する。

ふるさと納税支援業務委託

ふるさと納税をきっかけに本市の応援者を拡大し、財源の確保と地元産品の販路拡大により
地域を活性化する。

R4～R7年度 320,200

公共施設の老朽化などの問題に取り組むため、「公共施設等総合管理計画」や「公共施設再
編成計画」を進め、公共施設のマネジメントを行う。

事項 期間 限度額

市税催告センター業務委託
（令和4年契約分）

R4～R7年度 68,300

新庁舎整備基本構想・基本計画
策定及び策定支援業務委託

老朽化した市庁舎別館、第3別館、第4別館の建替えに向けて、庁舎全体のあり方や新庁舎に
求められる機能などを整理する基本構想・基本計画を策定する。

公用車を適正に維持管理する。
令和5年度からは、公用車をガソリン車から電気自動車へ段階的に転換し、CO2の排出量を削
減するとともに、災害時の非常用電源としても活用する。また、市が電気自動車を積極的に導
入することで、脱炭素の取組を普及啓発する。

R4～R6年度 21,000

限度額

事項 期間 限度額

国民健康保険料などの滞納事案の一部は、納税課での一体徴収により、効果・効率的な債権
回収を進めるほか、徴収担当者を対象に研修会を行うなど、未収債権のより確実な回収に取
り組む。

本市の税への取組姿勢を積極的にアピールし、既存事業と一体的に実施しながら、徴収率を
向上させる。

事項 期間



☆市民とつくる自立したまち【自治・行政】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

人口減少対策プロジェクト推進事業 3,648 企画戦略課

【新規】 松山市総合計画策定事業（再掲） 15,408 企画戦略課

（債務負担行為）

連携中枢都市圏推進事業 430 企画戦略課

SDGs推進事業（再掲） 8,000 企画戦略課

【新規】 デジタル化推進事業（再掲） 31,058 デジタル戦略課

（債務負担行為）

情報システム運用事業（再掲） 1,421,211 システム管理課

（債務負担行為）

地域におけるまちづくり推進事業 76,226

第6次松山市総合計画の計画期間が令和6年度末で終了するため、市民と行政の共通の指針
となる次期総合計画を令和7年度までに策定する。
令和5年度は、現在の総合計画を振り返るとともに、市民や関係団体との意見交換などを実施
し、基本構想案を作成する。

事項 期間 限度額

松山市総合計画策定事業 R4～R6年度 33,000

第2期総合戦略に掲げる、「少子化対策」「移住定住対策」「地域経済活性化」「持続可能なまち
づくり」の4つの基本目標に基づき、各種施策を実施することで、人口展望の実現と人口減少
問題に対応する。また、本市の人口減少対策をけん引する民間主体の組織「まつやま人口減
少対策推進会議」との協働などオール松山体制で地方創生を進めていく。

電算システム
運用補助等業務委託

H30～R5年度 184,200

共通基盤システム機器更改に伴う
技術支援業務委託 R5～R6年度 19,000

本市と近隣市町（伊予市・東温市・久万高原町・松前町・砥部町）で形成する連携中枢都市圏
の取組を推し進め、圏域の持続的な発展と活性化を目指す。

SDGsの達成に向け「産・学・民・官・金」など各種団体が協働で課題解決に取り組むプラット
フォーム「松山市SDGs推進協議会」の活動支援を行うとともに、SDGsを推し進める旗振り役と
してSDGs推進コンダクターを養成するなど、地域に行動の輪を広げることで、持続可能なまち
づくりを推進する。

松山市情報化推進指針などに基づき、市民生活の利便性の向上や、デジタル技術を活用した
地域課題の解決に取り組み、「自治体ＤＸ」・「地域社会のＤＸ」の取組を加速させるほか、伴走
型での地域コミュニティのデジタル化支援やデジタルデバイド対策を行う。
また、施設の維持管理や現地調査等にドローンなどを活用し、業務の効率化につなげる。

庁 内 LAN 機 器 等 賃 貸 借
（令和5年度基幹ネットワーク機器分） R4～R10年度 112,200

限度額

データエントリー業務委託
（令和4年契約分）

R3～R5年度 44,800

データエントリー業務委託
（令和5年契約分）

R4～R6年度 41,100

事項 期間 限度額

内部事務システム再構築及び
電子決裁基盤導入業務委託

R5～R9年度 590,700

住民記録システム・総合福祉情報システム・税総合情報システム・都市情報システム・財務会
計システム・庁内LANなど、これまでに導入した各システムやネットワークなどの安定稼働と維
持管理を行うほか、業務の効率化につながるシステムの導入や働き方改革の推進に向けた
庁内DXに取り組む。

事項 期間

まちづくり
推進課

まちづくり協議会の設立に向けた支援や設立後の運営支援を行うことで、住民が主体的にま
ちづくりに取り組むことができる環境をつくり、地域課題の解決や魅力創出を進める。また、ま
ちづくり協議会の活動の情報発信や人材育成などを通じて、活動の活性化に取り組む。



☆市民とつくる自立したまち【自治・行政】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

地域協働活動応援事業　 58,569

市民活動推進事業 9,938

市政広報事業（再掲） 154,282

（債務負担行為）

若者と取組む選挙啓発推進事業 1,434 選挙管理委員会

事務局

（市民福祉関係）

市民との対話事業（再掲） 669

市長へのわがまちメール 3,118 市民生活課

【拡充】 市民相談事業（再掲） 4,361 市民生活課

コールセンター及び総合案内運営事業　 32,003 市民生活課

（債務負担行為）

市役所を利用する市民などの利便性を高めるため、電話による問い合わせや担当課への取
次ぎを行うコールセンターと、来庁者へ案内を行う総合案内所を民間へ委託し、運営する。

コールセンター及び総合窓口
センター等案内業務委託

R2～R5年度 171,900

事項 期間 限度額

R4～R5年度 79,200

限度額

広報まつやま発行事業

タウン
ミーティング課

シティプロモー
ション推進課

203,100

まちづくり
推進課

防犯・社会福祉活動などで地域コミュニティの活性化に取り組む町内会連合会などに財政支
援を行う。また、安心してコミュニティ活動に参加できるよう、活動中に発生した事故を対象とす
る保険に市が加入する。

まちづくり
推進課

市民からの寄付金と市費を市民活動推進基金として積み立て、補助金を交付し、市民活動団
体を支援するほか、地域の課題解決に向けて市と「協働」で取り組み、まちづくりのモデルとな
る事業を支援し、市民活動の啓発や行政との協働を推し進める。

事項

市政への関心度をより高め、市民の声を市政に反映させるため、市ホームページの投稿専用
フォームのほか、専用はがき・電子メール・ファックスなどで寄せられる意見や提言などに回答
するとともに、データ集約して市民ニーズを把握し、各施策に活用する。

市民と直接対話することで、地域の魅力や課題を明らかにし、連携を深めるため、「タウンミー
ティング」を開催するほか、市民が集まる場に市職員が出向いて、市政の説明や意見交換を
行う「笑顔のまつやま まちかど講座」を実施する。

若年層を対象とした選挙啓発事業を積極的に進め、子育て世代へも波及させて、将来の投票
率向上につなげる。

広報まつやま等配送事業 R4～R7年度

暮らしの中での困り事や市政に関する相談、専門的な法律相談などに、市民相談員のほか、
弁護士や司法書士が問題解決に向けた助言を行う。
令和5年度は、県と連携し、犯罪被害者等支援金制度を創設する。

広報紙やホームページ、点字広報など、本市の広報手段を活用し、市の基本方針や事業など
をPRすることで、市政への正しい理解と協力を求める。また、関西などで開かれる県人会で、
本市出身者などに、市政への協力を求める。

期間



☆市民とつくる自立したまち【自治・行政】

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

男女共同参画推進センター管理運営事業 100,020 市民生活課

（債務負担行為）

余土支所移転建替事業 111,375 市民課

市民サービスセンター事業 1,873 市民課

（債務負担行為）

【拡充】 マイナンバーカード交付事務事業（再掲） 338,984 市民課

総合窓口センター運営事業 16,749 市民課

市内の商業施設に証明発行などを行う窓口を開設し、土日祝日も利用可能とすることで、行政
サービスを充実する。また、キャッシュレス決済やセミセルフレジにより現金の受け渡しによる
接触機会を軽減するほか、支払い方法の多様化で市民の利便性を高める。

事項

市民課（総合窓口センター）では、住民異動などの手続きをワンストップで完結でき、市民の負
担を軽減している。また、キャッシュレス決済やセミセルフレジにより現金の受け渡しによる接
触機会を軽減するほか、支払い方法の多様化で市民の利便性を高める。

期間 限度額

市民課等証明書交付に伴う
キャッシュレス決済手数料

R2～R7年度 7,300

松山市男女共同参画推進
センター指定管理委託

H30～R5年度 583,500

支所の中で老朽化が進んでいる余土支所の移転建替工事を行う。

マイナンバーカードの取得を促進するため、申請や受取支援を引き続き行う。
令和5年度は、市内全域でカードを申請できる機会を確保するため、顔写真無料撮影サービス
を郵便局等で行うほか、カードの申請や受取が困難な方の自宅等へ出張して手続きができる
体制を整える。また、マイナポイント支援窓口を引き続き設置し、カード取得者の利便性を向上
させる。

事項 期間 限度額

男女共同参画の視点を盛り込んだ様々なテーマの講座を開催するほか、企業や市民グルー
プへの講師派遣など各種事業を実施することで、社会のあらゆる分野で男女が共に参画する
ことができる環境をつくる。
令和5年度も引き続き、大学生などを対象に、「ライフデザイン（人生設計）」をテーマとしたセミ
ナーや、ワークライフバランスの充実した市内企業との交流会を開催し、自分の将来を考える
機会をつくる。


